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招集ご通知
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 午前10時 開会

場所：東京都中央区日本橋2-7-1
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事業報告
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監査報告書

開催情報
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証券コード 3141
2023年５月８日

（電子提供措置の開始日 2023年４月28日）
株 主 各 位

東 京 都 千 代 田 区 外 神 田 二 丁 目 ２ 番 １５ 号
ウエルシアホールディングス株式会社

代表取締役社長 松 本 忠 久

第15期 定時株主総会招集ご通知
拝啓 ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。
さて、当社第15期 定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の以下のウェブサ

イトに「第15期 定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。
当社ウェブサイト
https://www.welcia.co.jp/ja/ir/stock/meeting.html

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

（当社名または証券コードを入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順
に選択のうえ、ご覧ください。）

当日ご出席いただく場合、同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出くださいますようお願
い申し上げます。なお、当日ご出席いただくほか、書面またはインターネットによる議決権を行
使できます。お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、「議決権行使方法のご案内」に従
って、2023年５月24日（水曜日）午後６時までに議決権を行使くださいますようお願い申し上
げます。
また、インターネットを通じたライブ配信と事前質問の受付をいたします。詳しくは、「イン

ターネットによるライブ配信及び事前質問受付のご案内」をご参照ください。
敬 具
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記
1. 日 時 2023年５月25日（木曜日）午前10時

2. 場 所 東京都中央区日本橋2-7-1 東京日本橋タワーB2
ベルサール東京日本橋

3. 目 的 事 項
報 告 事 項 1 第15期（2022年３月１日から2023年２月28日まで）事業報告、連結計算

書類ならびに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
2 第15期（2022年３月１日から2023年２月28日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役11名選任の件
第２号議案 監査役１名選任の件
第３号議案 取締役等に対する業績連動型株式報酬等の額及び内容継続の件

以 上

◎ 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載さ
せていただきます。

◎ 電子提供措置事項のうち、次の事項に関しましては、法令及び当社定款第15条の規定に基
づき、株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
・事業報告のうち、会社の新株予約権等に関する事項、会計監査人に関する事項、会社の体
制及び方針

・連結計算書類のうち、連結株主資本等変動計算書、連結注記表
・個別計算書類のうち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注記表
従って、株主様に対して交付する書面は、監査報告を作成するに際し、監査役及び会計監査
人が監査をした対象書類の一部であります。

◎ 「ベルサール東京日本橋」での開催が不可能となった場合につきましては、当社ウェブサイ
ト(https://www.welcia.co.jp)において、修正後の事項を掲載させていただきます。

【ご案内】株主懇談会ならびにお土産の廃止のお知らせ
「株主懇談会」「お土産の配布」について、今後廃止とさせていただきます。株主の皆様に
おかれましては、何卒、事情ご賢察のうえご理解賜りますよう宜しくお願い申し上げます。
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議決権行使方法のご案内

会場にご出席されない場合

POST
議決権行使書

会場にご出席される場合

複数回行使された場合の議決権の取り扱い

行使期限 2023年５月24日（水曜日）午後６時到着分まで

株主総会開催日時 2023年５月25日（木曜日）午前10時

行使期限 2023年５月24日（水曜日）午後６時受付分まで

・同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
（ご記入・ご捺印は不要です。）
・議事資料として本冊子をご持参ください。

・同封の議決権行使書に賛否をご表示のうえ、ご返送ください。議決権
行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示
をされたものとして取り扱わせていただきます。

・「インターネットによる議決権行使のお手続きについて」をご参照のう
え、（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしていただき、画面の
案内にしたがって、賛否をご入力ください。

●書面とインターネットにより重複して議決権を行使された場合
インターネットによる議決権行使の内容を有効としてお取り扱いいたします。
●インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合
最後に行使された内容を有効としてお取り扱いいたします。

＜書面による議決権行使の方法＞

＜インターネット等による議決権行使の方法＞
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会場にご出席されない場合

配信日時

アクセス方法

株主総会当日にご自宅等からでも株主総会の様子を視聴いただけるよう、以下のとおりインターネットによるライブ配
信を行います。当日の会場撮影は、ご来場株主様のプライバシーに配慮し、議長席及び役員席付近のみとしますが、
やむを得ずご来場株主様が映り込んでしまう場合がございます。予めご了承ください。
また、株主様より本株主総会の目的事項に関する事前のご質問をお受けいたします。事前質問受付は、株主総会の
開催に先立って、本総会の目的事項等に関するご質問をお受けするものです。株主の皆様のご関心の高いと思われる
事項につきましては、本株主総会でとりまとめて回答させていただく予定です。なお、個別のご回答は行いませんので、
予めご了承ください。

※機材やインターネット回線トラブル等により、ライブ配信が実施できなくなる可能性がございます。
配信の可否、状況等につきましては、随時当社HP等によりご案内させていただきます。

（URL: https://www.welcia.co.jp/ja/ir/stock/meeting.html）

PCからの場合
●上記URLへアクセスしてください。
●Internet Explorerはご利用いただけません。
●株主様認証画面（ログイン画面）で
①「ログインID」と「パスワード」を入力
※「ログインID」と「パスワード」は、招集通知に同封されて

いる議決権行使書裏面に記載されております。
②利用規約をご確認の上、「利用規約に同意する」にチェック
③「ログイン」ボタンをクリックしてください。

※公開期間は、
本招集通知到着時～2023年5月25日 です。
公開期間外は、株主様認証画面（ログイン画面）は表示され
ますが、ログイン後のページにアクセスすることはできません。

インターネットによるライブ配信及び事前質問受付のご案内

2023年5月25日（木曜日）午前10時～株主総会終了時まで

株主総会オンラインサイト「Engagement Portal」からアクセスしてください。
URL：https://engagement-portal.tr.mufg.jp/

＊「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

PCからは
ログインIDと
パスワードを入力

ID/PW
入力

スマートフォン
からはQRコードを
読み込み

①
②

③

スマートフォン等からの場合
議決権行使書裏面に印字されたQRコードをスマート
フォン等で読み取っていただくと、「ログインID」と「パ
スワード」の入力を省略してログインいただくことが
可能です。

仮

仮
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本サイトに関する
お問い合わせ

当日の動画視聴
に関する

お問い合わせ

ご視聴方法

事前質問受付方法

【インターネット参加にかかるご留意事項】

●インターネット参加によりライブ配信をご覧いただくことは、会社法上、株主総会への出席とは認められませ
ん。そのため、インターネット参加を通じて株主総会において株主様に認められている質問、議決権行使や動
議を行うことはできません。

●議決権行使は行使期限にご留意いただき（2023年5月24日午後6時まで）、議決権行使書の郵送や別途ご
案内しているインターネットによる事前行使、または委任状等で代理権を授与する代理人による当日のご出席
をお願いいたします。

●インターネットからの株主総会へのご参加は、株主様本人のみに限定させていただきます。
●ご使用の端末（機種、性能等）やインターネットの接続環境（回線状況、接続速度等）により、映像や音声

に不具合が生じる場合がございますのであらかじめご了承ください。
●ご視聴いただくための通信料金等は、各株主様のご負担となります。
●同封の議決権行使書を紛失された場合、以下のお問い合わせ先にて、再発行が可能です。

ただし、株主総会開催日の約1週間前を経過した場合等、お問い合わせをいただきましたタイミングによって
は再発行をお受けできない場合がございますのでご了承ください。

①ログイン後の画面に表示されている「当日ライブ視聴」ボタンをクリックしてください。
※株主総会開会の30分前頃よりアクセス可能。

②当日ライブ視聴等に関するご利用規約をご確認の上、「利用規約に同意する」にチェ
ックし、「視聴する」をクリックしてください。

③当日ライブ視聴ページが表示されます。

①ログイン後、画面に表示されている「事前質問」ボタンをクリックしてください。
②ご質問カテゴリを選択し、ご質問内容などを入力した後、ご利用規約をご確認のう

え、「利用規約に同意する」にチェックし、「確認画面へ」ボタンをクリックしてください。
③ご質問内容をご確認後、「送信」ボタンをクリックしてください。

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
TEL 0120-676-808（通話料無料）

（土日祝日等を除く平日9：00～17：00、ただし、株主総会当日は9：00～株主総会終了まで）

株式会社プロネクサス
TEL 0120-970-835

（株主総会当日のみ。9：00～株主総会終了まで）

本招集通知到着から2023年5月24日（水）午後6時まで
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株主総会参考書類
議案及び参考事項
第１号議案 取締役11名選任の件

本総会の終結の時をもって取締役11名全員が任期満了となります。つきましては、取締役
11名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者

番 号
氏 名
（生年月日） 略 歴、 地 位、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

１

いけの たかみつ
池 野 隆 光

（1943年 9月20日生）

1966年 4月 全薬工業株式会社入社 株
1971年 6月 池野ドラッグを開設

1,046,020

2002年 3月 合併により、株式会社グリーンクロス・コア入社
2002年11月 同社取締役副社長商品本部長
2004年11月 同社取締役副社長営業本部長
2008年 9月 当社取締役グループ総務本部長
2008年12月 ウエルシア関東株式会社取締役
2009年 1月 寺島薬局株式会社代表取締役社長
2009年11月 当社取締役
2010年 9月 ウエルシア関東株式会社代表取締役社長

寺島薬局株式会社取締役
2010年11月 当社取締役副社長
2011年 9月 寺島薬局株式会社代表取締役会長
2013年 3月 当社代表取締役会長（現任）

ウエルシア関東株式会社代表取締役会長
2014年 5月 ウエルシア介護サービス株式会社代表取締役会長
2014年 9月 ウエルシア薬局株式会社代表取締役会長
2018年 5月 同社取締役会長

ウエルシア介護サービス株式会社取締役
2019年 3月 ウエルシア薬局株式会社取締役

【取締役候補者とする理由】
池野隆光氏は、当社及びグループ子会社の代表取締役会長及び代表取締役社長を歴任しており、経営者
としての豊富な実績と経験を有しております。同氏が当社の経営理念を具現化、当社グループ全体のコ
ーポレートガバナンスの強化を推進するとともに、業務執行の監督を行うに適任であると判断し、取締
役候補者とするものであります。
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候補者

番 号
氏 名
（生年月日） 略 歴、 地 位、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

２

まつもと ただひさ
松 本 忠 久

（1958年 9月21日生）

1983年 4月 株式会社サンドラッグ入社 株
1991年 6月 株式会社いいの入社

43,360

2004年12月 同社代表取締役社長
2006年 3月 合併によりウエルシア関東株式会社取締役副社長

営業副本部長
2010年 9月 寺島薬局株式会社代表取締役社長
2011年11月 当社常務取締役

聯華毎日鈴商業(上海)有限公司（現 毎日鈴商業
(上海)有限公司）董事兼総経理

2013年 3月 当社取締役副社長
2014年 9月 当社取締役副社長兼執行役員海外事業担当

ウエルシア薬局株式会社取締役副社長兼営業商品
部門管掌兼調剤在宅本部長

2015年 5月 ウエルシア薬局株式会社取締役副社長兼調剤在宅
本部長
シミズ薬品株式会社取締役

2016年 3月 毎日鈴商業（上海）有限公司董事長
2017年 3月 Welcia-BHG(Singapore)Pte.Ltd.Managing

Director
2018年 5月 ウエルシア薬局株式会社代表取締役副社長兼営業

統括本部兼調剤運営本部管掌
2019年 3月 当社代表取締役社長兼執行役員最高業務執行責任

者（現任）
ウエルシア薬局株式会社代表取締役社長
Welcia-BHG(Singapore)Pte.Ltd. Director（現
任）

2023年 3月 ウエルシア薬局株式会社代表取締役会長（現任）
イオン株式会社執行役ヘルス＆ウエルネス担当
（現任）

【取締役候補者とする理由】
松本忠久氏は、当社において営業、経営企画及び商品部門、2011年11月より2014年８月まで聯華毎
日鈴商業（上海）有限公司董事兼総経理として海外事業の経験、実績を有するとともに、薬剤師として
調剤部門における卓越した見識及び実績を有しております。同氏が当社のビジネスモデルの深耕を図
り、より一層の競争力強化を行ううえで適任と判断し、取締役候補者とするものであります。
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候補者

番 号
氏 名
（生年月日） 略 歴、 地 位、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

３

なかむら じゅいち
中 村 壽 一

（1955年 5月15日生）

1980年 4月 野村證券株式会社入社 株
2006年 8月 ＪＰＢＭ証券株式会社専務執行役員

3,201

2008年 7月 ウエルシア関東株式会社入社
2009年11月 当社執行役員グループ経営企画本部ＩＲ・広報部

長兼内部統制推進部長兼秘書・渉外担当
2014年 9月 当社執行役員ＩＲ・企画部長兼総務部長

ウエルシア薬局株式会社取締役兼執行役員人事総
務本部長

2014年11月 当社取締役兼執行役員ＩＲ・企画部長兼総務部長
2015年12月 当社取締役兼執行役員ＩＲ部・広報部・企画部・

総務部担当
2016年 5月 当社常務取締役兼執行役員ＩＲ部・広報部・企画

部・総務部担当
2017年 3月 当社常務取締役兼執行役員ＩＲ部・広報部・経営

企画部・総務部・法務部担当
2017年 5月 シミズ薬品株式会社取締役
2018年 3月 当社常務取締役兼執行役員ＩＲ・広報部、経営企

画部、総務部、法務部担当
ウエルシア薬局株式会社常務取締役教育本部長兼
総務副本部長兼人事副本部長

2019年 3月 当社常務取締役兼執行役員ＩＲ・広報部、業務
部、法務部担当
ウエルシア薬局株式会社常務取締役管理担当兼教
育本部長

2020年 3月 同社常務取締役
当社常務取締役兼執行役員ＩＲ部、広報部、業務
部、法務部担当

2020年 ５月 ウエルシア薬局株式会社取締役（現任）
当社取締役副社長兼執行役員コーポレート担当

2022年 5月 当社取締役副社長兼執行役員コーポレート担当兼
関連企業担当（現任）

【取締役候補者とする理由】
中村壽一氏は、当社においてＭ＆Ａ、ＩＲ、経営企画及び総務部門を担当し、リスク、コンプライアン
ス管理を含めた内部統制及びコーポレートガバナンスの推進に、豊富な経験と実績を有しております。
同氏が当社グループの全体のコーポレートガバナンスの強化を推進するとともに、事業部門の監督を行
うに適任と判断し、取締役候補者とするものであります。
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候補者

番 号
氏 名
（生年月日） 略 歴、 地 位、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

４

しばざき たかむね
柴 﨑 孝 宗

（1971年 8月24日生）

1996年10月 朝日監査法人（現有限責任あずさ監査法人）入社 株
2003年 4月 株式会社Ｇ.Ｄ.Ｓ入社

69,856

2004年 4月 株式会社高田薬局（現ウエルシア薬局株式会社）
入社

2005年 4月 同社経営企画室長
2006年 9月 同社取締役経営企画室長
2010年11月 当社経営企画部長
2014年 9月 ウエルシア薬局株式会社予算管理担当部長
2017年 9月 同社経営企画本部長
2018年 3月 当社経営企画部長兼ＩＲ・広報部長
2019年 5月 ウエルシア薬局株式会社取締役経営企画本部長兼

経営企画部長
2019年 7月 当社経営企画部長
2020年 3月 ウエルシア薬局株式会社取締役経営企画本部長
2022年 5月 同社取締役（現任）

当社取締役兼執行役員最高財務責任者（現任）
【取締役候補者とする理由】
柴﨑孝宗氏は、公認会計士としての財務・会計に関する専門知識と見識に加え、当社においては経営企
画及び予算管理部門やIR広報等、豊富な経験と実績を有しております。同氏が当社グループの成長投資
の源泉となる安定的な財務体質の構築を推進し、財務・会計分野において当社の企業価値向上に資する
者として適任であると判断し、取締役候補者とするものであります。
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候補者

番 号
氏 名
（生年月日） 略 歴、 地 位、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

５

お か だ も と や
岡 田 元 也

（1951年 6月17日生）

1979年 3月 ジャスコ株式会社（現イオン株式会社）入社 株
1990年 5月 同社取締役

-

1992年 2月 同社常務取締役
1995年 5月 同社専務取締役
1997年 6月 同社代表取締役社長
2002年 5月 イオンモール株式会社取締役相談役（現任）
2003年 5月 イオン株式会社取締役兼代表執行役社長
2005年11月 株式会社ツルハホールディングス社外取締役相談

役
2012年 3月 イオン株式会社取締役兼代表執行役社長グループ

ＣＥＯ
2014年 8月 株式会社クスリのアオキ社外取締役
2014年11月 当社取締役（現任）
2015年 3月 ユナイテッド・スーパーマーケット・ホールディ

ングス株式会社取締役相談役（現任）
2016年11月 株式会社クスリのアオキホールディングス社外取

締役（現任）
2020年 3月 イオン株式会社取締役兼代表執行役会長（現任）

【取締役候補者とする理由】
岡田元也氏は、親会社であるイオン株式会社取締役兼代表執行役会長としてイオングループ全般の経営
を担っており、豊富な経験と実績を有しております。同氏が当社におけるイオングループのノウハウ及
びインフラの活用による一層の競争力の確保と、業務執行の監督を行うに適任であると判断し、取締役
候補者とするものであります。
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候補者

番 号
氏 名
（生年月日） 略 歴、 地 位、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

６

な か い と も こ
中 井 智 子

（1972年11月17日生）

1997年 4月 最高裁判所司法研修所入所 株
1999年 4月 最高裁判所司法研修所修了

562

北村一夫法律事務所入所
2002年11月 中町誠法律事務所入所

経営法曹会議会員（現任）
2012年 1月 中町誠法律事務所パートナー（現任）
2014年11月 慶應義塾大学法科大学院非常勤講師（現任）
2016年 4月 東京大学大学院法学政治学研究科法科大学院客員

准教授
2019年 5月 当社社外取締役（現任）

【社外取締役候補者とする理由及び期待される役割の概要】
中井智子氏は、弁護士としての法曹界での専門知識及び見識に加え、女性として当社の企業価値向上の
ための有用な視点を有しております。2019年５月より当社取締役に在任しており、引き続き法律の専
門家として、独立的な立場で取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強化が期待されると判断し、
社外取締役候補者とするものであります。なお、同氏は、社外取締役または社外監査役以外の方法で会
社経営に関与したことはありませんが、上記の理由により、社外取締役としての職務を適切に遂行でき
ると判断いたしました。
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候補者

番 号
氏 名
（生年月日） 略 歴、 地 位、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

７

いしづか くにお
石 塚 邦 雄

（1949年 9月11日生）

1972年 5月 株式会社三越入社 株
2003年 2月 同社執行役員業務部長

1,181

2004年 3月 同社上席執行役員経営企画部長
2005年 3月 同社常務執行役員営業企画本部長
2005年 5月 同社代表取締役社長執行役員
2008年 4月 株式会社三越伊勢丹ホールディングス代表取締役

社長執行役員
2012年 2月 同社代表取締役会長執行役員
2013年 6月 積水化学工業株式会社社外取締役
2017年 6月 株式会社三越伊勢丹ホールディングス特別顧問
2017年 7月 全国農業協同組合連合会経営管理委員（現任）
2021年 5月 当社社外取締役（現任）
2021年 6月 伊藤忠商事株式会社社外取締役（現任）

【社外取締役候補者とする理由及び期待される役割の概要】
石塚邦雄氏は、株式会社三越伊勢丹ホールディングス設立時の経営トップとして、各社の企業文化を融
合し統合後の同社を軌道に乗せた経験に加え、小売サービス業の経営者として培われた企業経営に関す
る豊富な経験と知識を有しております。同氏が長年に渡る企業統治や小売サービス業トップとしての経
験や知識を活かし、独立した立場から業務執行の監督を行うことにより、取締役会の機能強化が期待さ
れると判断し、社外取締役候補者とするものであります。

８

な が た た だ し
永 田 正

（1952年 1月23日生）

1974年 4月 京王電鉄株式会社入社 株
2000年 6月 同社関連事業部長

227

2002年 6月 同社総合企画本部グループ事業部長
2003年 6月 同社人事部長
2004年 6月 同社取締役人事部長
2005年 6月 同社取締役総合企画本部経営企画部長
2007年 6月 同社常務取締役総合企画本部長
2009年 6月 同社代表取締役社長
2015年 6月 同社代表取締役会長兼社長
2016年 6月 同社代表取締役会長
2022年 ５月 当社社外取締役（現任）
2022年 6月 京王電鉄株式会社相談役（現任）

株式会社うかい社外取締役（現任）
【社外取締役候補者とする理由及び期待される役割の概要】
永田正氏は、京王電鉄株式会社の代表取締役を務められ、経営者としての豊富な業務経験と、会社経営
全般に関する見識を有しております。同氏が長年に渡る企業統治や経営トップとしての経験や知識を活
かし、独立した立場から業務執行の監督を行うことにより、取締役会の機能強化が期待されると判断
し、社外取締役候補者とするものであります。
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候補者

番 号
氏 名
（生年月日） 略 歴、 地 位、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

９

のざわ かつのり
野 沢 勝 則

（1958年 8月13日生）

1982年 4月 株式会社富士銀行（現株式会社みずほ銀行）入社 株
2002年 4月 株式会社みずほコーポレート銀行（現株式会社み

ずほ銀行）欧州営業第二部次長

683

2003年11月 同社審査第一部審査役
2006年 3月 同社プロダクツ審査部シニアクレジットオフィサ

ー
2007年 5月 同社レバレッジドファイナンス営業部長
2010年 4月 みずほ証券株式会社執行役員

グローバル投資銀行部門グローバルカバレッジグ
ループ副グループ長

2011年 4月 同社常務執行役員投資銀行部門投資銀行グループ
/アジア営業推進本部担当

2012年 4月 同社常務執行役員投資銀行部門営業担当役員
2017年 4月 みずほキャピタルパートナーズ株式会社（現

MCPパートナーズ株式会社）副社長
2017年12月 同社代表取締役社長
2021年 ６月 カーリットホールディングス株式会社常勤監査役

（現任）
2022年 ５月 当社社外取締役（現任）

【社外取締役候補者とする理由及び期待される役割の概要】
野沢勝則氏は、金融機関での経験及び経営者として培った経験と幅広い見識に加え、海外事業における
業務知識及びマネジメント経験も豊富であります。同氏が長年に渡る経験や知識を活かし、独立した立
場から業務執行の監督を行うことにより、取締役会の機能強化が期待されると判断し、社外取締役候補
者とするものであります。
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候補者

番 号
氏 名
（生年月日） 略 歴、 地 位、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

10

ほ り え し げ お
堀 江 重 郎

（1960年 9月20日生）

1986年 ４月 東京大学医学部文部教官助手 株
1988年 ７月 Research Fellow,Division of Nephrology,

Department of Internal Medicine,University
of Texas Southwestern Medical Center.

227

1990年 ７月 Clinical Fellow,Parkland Memorial Hospital,
University of Texas Southwestern Medical
Center.

1995年 ７月 国立がんセンター中央病院泌尿器科(常勤医師師)
1998年 ４月 国立感染症研究所エイズ研究センター主任研究官
1998年 ７月 東京大学医学部講師
2002年 ４月 杏林大学医学部泌尿器科学助教授
2003年 ４月 帝京大学医学部泌尿器科学教室主任教授
2012年 11月 順天堂大学大学院医学研究科泌尿器外科学教授

（現任）
2022年 ５月 当社社外取締役（現任）

【社外取締役候補者とする理由及び期待される役割の概要】
堀江重郎氏は、医師、医学博士として、また、長年の大学教授として培った経験と幅広い知識、組織運
営の経験、また、当社が推進する健康経営や当社が事業領域としている調剤、ヘルスケアの分野につい
て、専門的な視点かつ独立した立場から業務執行の監督を行うことにより、取締役会の機能強化が期待
されると判断し、社外取締役候補者とするものであります。なお、同氏は、社外取締役または社外監査
役以外の方法で会社経営に関与したことはありませんが、上記の理由により、社外取締役としての職務
を適切に遂行できると判断いたしました。
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候補者

番 号
氏 名
（生年月日） 略 歴、 地 位、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

11

新任

いしざか のりこ
石 坂 典 子
（1972年1月29日生）

1992年 ９月 石坂産業株式会社入社 株
1997年 ９月 同社営業本部長

-2002年 ４月 同社取締役社長
2013年 ９月 同社代表取締役（現任）
2016年 ５月 株式会社ハイデイ日高社外取締役

【社外取締役候補者とする理由及び期待される役割の概要】
石坂典子氏は、石坂産業株式会社の経営トップとして企業経営に関する幅広い知識、特にESG経営の分
野においては豊富な見識を有しております。同氏が断行してきた企業改革、企業トップとしての経験や
知識を活かし、独立した立場から業務執行の監督を行うことにより、取締役会の機能強化が期待される
と判断し、社外取締役候補者とするものであります。

（注）１．各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．中井智子氏、石塚邦雄氏、永田正氏、野沢勝則氏、堀江重郎氏及び石坂典子氏は、社外取締役候補

者であります。
３．当社は、中井智子氏、石塚邦雄氏、永田正氏、野沢勝則氏、堀江重郎氏及び石坂典子氏を東京証券

取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
４．中井智子氏の当社社外取締役就任期間は本総会終結の時をもって4年となります。
５．石塚邦雄氏の当社社外取締役就任期間は本総会終結の時をもって2年となります。
６．永田正氏、野沢勝則氏及び堀江重郎氏の当社社外取締役就任期間は本総会終結の時をもって１年と

なります。
７．当社は、社外取締役との間において、会社法第427条第１項の規定に基づき同法第423条第１項の

損害賠償責任を限定する責任限定契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、
法令で定める最低責任限度額となっております。中井智子氏、石塚邦雄氏、永田正氏、野沢勝則氏
及び堀江重郎氏の再任が承認された場合には、当社は各氏との間で当該契約を継続する予定であり
ます。また、石坂典子氏の選任が承認された場合、当社は各氏との間で、同様の責任限定契約を締
結する予定であります。

８．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、
被保険者が負担することになる損害賠償金や訴訟費用等の損害を当該保険契約により填補すること
としております。各候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、次回
更新時には同内容での更新を予定しております。
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第２号議案 監査役１名選任の件
本総会の終結の時をもって監査役杉山敦子氏が任期満了となります。つきましては、監査

役１名の選任をお願いするものであります。
また、本議案の本総会への提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（生年月日） 略 歴、 地 位 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

すぎやま あつこ
杉 山 敦 子

（現姓 松本）
（1974年７月５日生）

1999年10月 朝日監査法人入所（現有限責任あずさ監査法人） 株

-

2003年 4月 公認会計士登録
2016年 9月 公認会計士杉山昌明事務所副所長（現任）

杉山昌明税理士事務所副所長（現任）
2017年 ５月 当社社外監査役（現任）
2020年 ６月 富士興産株式会社社外取締役監査等委員（現任）
2022年 ６月 ユシロ化学工業株式会社社外取締役監査等委員

（現任）
【社外監査役候補者とする理由】
杉山敦子氏は、公認会計士及び税理士としての専門知識及び見識を有しております。独立的な立場から
業務執行の監督を行うとともに、当社の女性の活躍促進を含むダイバーシティの推進に有用な意見を頂
くことにより、取締役会の機能強化が期待されると判断し、社外監査役候補者とするものであります。

（注）１．杉山敦子氏の当社社外監査役就任期間は本総会の終結の時をもって6年となります。
２．監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
３．杉山敦子氏は、社外監査役候補者であります。
４．杉山敦子氏は、当社の親会社等、当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員の配偶者、

三親等以内の親族その他これに準ずるものではありません。なお、当社は同氏を東京証券取引所の
定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

５．当社は監査役との間において、会社法第423条第1項の賠償責任について法令に定める要件に該当す
る場合には賠償責任を限定する契約を締結することができる規定を設けております（定款第37条）。
当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令に定めた額としております。なお、上記の杉山敦子氏
の再任が承認された場合、当社は同氏との間で責任限定契約を継続する予定であります。

６．当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、
被保険者が負担することになる損害賠償金や訴訟費用等の損害を当該保険契約により填補すること
としております。候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることになります。また、次回更
新時には同内容での更新を予定しております。
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＜取締役会の構成（2023年５月25日以降の予定）＞
各取締役及び各監査役に期待される分野は次のとおりです。
各氏に期待される専門性のうち主なものに●印を付けております。

氏 名 独立性 地位
専 門 性

経営 営業 商品 M&A 法律 会計 国際
性 ESG IT 労務

取
締
役

池 野 隆 光 代表取締役会長 ● ● ● ●

松 本 忠 久 代表取締役社長 ● ● ● ●

中 村 壽 一 取 締 役 副 社 長 ● ● ●

柴 﨑 孝 宗 取 締 役 ● ●

岡 田 元 也 取 締 役 ● ● ●

中 井 智 子 独立役員 社 外 取 締 役 ● ● ●

石 塚 邦 雄 独立役員 社 外 取 締 役 ● ● ●

永 田 正 独立役員 社 外 取 締 役 ● ●

野 沢 勝 則 独立役員 社 外 取 締 役 ● ● ● ●

堀 江 重 郎 独立役員 社 外 取 締 役 ● ●

石 坂 典 子 独立役員 社 外 取 締 役 ● ●

監
査
役

宮 本 俊 男 常 勤 監 査 役 ● ●

加々美博久 独立役員 社 外 監 査 役 ● ●

杉 山 敦 子 独立役員 社 外 監 査 役 ● ●

藤 井 隆 独立役員 社 外 監 査 役 ● ● ●

経営：企業経営 営業：営業/マーケティング 商品：商品企画
M&A：新規事業/M&A 法律：法律/リスクマネジメント 会計：財務/会計
IT：DX/ICT 労務：労務/人事/人材開発
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当社は、執行役員制度を導入しております。本定時株主総会終結後に開催される取締役会に
おいて選任予定である取締役を兼務しない執行役員に期待される専門性は次のとおりであり
ます。

氏 名 地位
専 門 性

経営 営業 商品 M&A 法律 会計 国際
性 ESG IT 労務

田 中 純 一 執 行 役 員 ● ● ●

石 田 伸 二 執 行 役 員 ● ● ●

桐 澤 英 明 執 行 役 員 ● ●

安 倍 崇 執 行 役 員 ● ●

畑 和 彦 執 行 役 員 ● ●

青 木 昌 弘 執 行 役 員 ● ●

髙 橋 康 司 執 行 役 員 ● ●

経営：企業経営 営業：営業/マーケティング 商品：商品企画
M&A：新規事業/M&A 法律：法律/リスクマネジメント 会計：財務/会計
IT：DX/ICT 労務：労務/人事/人材開発

第３号議案 取締役等に対する業績連動型株式報酬等の額及び内容継続の件

１．提案の理由及び当該報酬を相当とする理由
当社の取締役の報酬は、「基本報酬」、「賞与」（年額400百万円以内。うち、社外取締役

分として年額60百万円以内。）及び当社の取締役及び執行役員（社外取締役及び国内非居
住者を除く。以下「取締役等」という。）を対象とする「業績連動型株式報酬」（３事業年
度を対象として、500百万円以内かつ100,000ポイント以内（2020年９月１日付の株式
分割により、１ポイントは当社株式２株）。）で構成されております。
当社は、取締役等を対象とする業績連動型株式報酬制度（以下「本制度」という。）の

導入及び継続について、2017年５月23日開催の第９期定時株主総会および2020年５月
21日開催の第12期定時株主総会において株主の皆様のご承認をいただいております。今
般、本制度が対象としておりました３事業年度（2021年２月末日で終了する事業年度か
ら2023年２月末日で終了する事業年度まで）が終了いたしましたが、2024年２月末日
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で終了する事業年度以降についても、現状と同水準・同内容にて本制度を継続することに
ついて、ご承認をお願いするものであります。
本制度の継続は、当社グループの業績及び株主価値との連動性をより明確にし、中長期

的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意欲を高めることを目的としており、相当であ
ると考えております。なお、本制度の継続については、委員の過半数を社外取締役で構成
する報酬委員会における審議を経ております。
第１号議案「取締役11名選任の件」が原案どおり承認可決されますと本制度の対象と

なる取締役等の員数は11名（取締役４名、執行役員７名）となります。

２．本制度における報酬の額及び内容等
（１）本制度の概要

本制度は、当社が拠出する取締役等の報酬額を原資として、信託が当社株式を取得し、
当該信託を通じて取締役等に当社株式及び当社株式の換価処分金相当額の金銭（以下「当
社株式等」という。）の交付及び給付（以下「交付等」という。）を行う株式報酬制度で
す。（詳細は（２）以降のとおり。）
改定後の内容は次のとおりです。
① 本議案の対象となる当社株式等の交

付等の対象者
・当社の取締役及び執行役員（社外取締役および国内非
居住者を除く。）

② 本議案の対象となる当社株式等の交付等の対象者
取締役等に対する交付等の対象とする
当社株式の取得のために当社が拠出す
る金員の上限（下記(２)のとおり。）

・３事業年度からなる対象期間を対象として、
500百万円

当社株式の取得方法（下記（２）のと
おり。）及び取締役等に交付等が行われ
る当社株式等の数の上限（下記(３)のと
おり。）

・３事業年度からなる対象期間を対象として、取締役等
に付与されるポイントの上限は200,000ポイント

・１ポイントは当社株式１株とし、３事業年度からなる
対象期間に取締役等に付与されるポイントの上限に相
当する株式数の当社発行済株式総数（2023年２月末日
時点。自己株式控除後。）に対する割合は約0.1％

・今回の継続にあたり、本信託は当社株式を株式市場か
ら取得する予定

③ 業績達成条件の内容（下記（３）の
とおり。）

・毎事業年度の連結売上高、連結経常利益率及び中期経
営計画期間の最終事業年度におけるＲＯＥ等

④ 取締役等に対する当社株式等の交付
等の時期（下記(４)のとおり。）

・当社及び全ての当社子会社の取締役及び執行役員を退
任した時
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（２）当社が拠出する金員の上限
本制度は、信託を設定（下記の信託期間の延長を含む。以下同じ。）する日の属する事

業年度を初年度とした連続する３事業年度（2024年２月末日で終了する事業年度から
2026年２月末日で終了する事業年度までの３事業年度とし、下記の信託期間の延長が行
われた場合には、以降の各３事業年度とする。以下「対象期間」という。）を対象としま
す。当社は、当社の取締役等への報酬として金員（当社が拠出する金員は対象期間ごとに
500百万円を上限とする。）を拠出し、受益者要件を充足する取締役等を受益者とする信
託期間３年間の信託（以下「本信託」という。）を設定します。本信託は、信託管理人の
指図に従い、信託された金員を原資として当社株式を株式市場または当社（自己株式の処
分）から取得（今回の継続にあたり、本信託は株式市場から取得するため、本制度による
当社株式の希薄化は生じない。）します。当社は、信託期間中、取締役等に対するポイン
ト（下記（３)のとおり。）の付与を行い、本信託は当社株式等の交付等を行います。
なお、本信託の信託期間の満了時において、新たな本信託の設定に代えて信託契約の変

更及び追加信託を行うことにより、本信託を継続することがあります。その場合、当初の
信託期間と同一期間だけ本信託の信託期間を延長し、信託期間の延長以降の３事業年度を
対象期間とします。延長された信託期間ごとに、当社は、当社の取締役等への報酬として
金員の追加拠出を行い（当社が追加拠出する金員は対象期間ごとに500百万円を上限とす
る。）、当社は、引き続き延長された信託期間中、取締役等に対するポイントの付与を継続
し、本信託は、延長された信託期間中、当社株式等の交付等を継続します。
ただし、かかる追加拠出を行う場合において、延長する前の信託期間の末日に信託財産

内に残存する当社株式（取締役等に付与されたポイントに相当する当社株式等で交付等が
未了であるものを除く。）及び金銭（以下「残存株式等」という。）があるときは、残存株
式等の金額と当社が追加拠出する信託金の合計額は、500百万円の範囲内とします。

（３）取締役等に対して交付等が行われる当社株式等の数の算定方法及び上限
信託期間中の毎年２月末日に取締役等として在任する者に対して、同日で終了する事業

年度（以下「評価対象事業年度」という。）における役位や業績目標の達成度等に応じて、
一定のポイント（以下「付与ポイント」という。）が付与されます。また、対象期間中の
最終事業年度終了後には、評価対象事業年度ごとの業績目標の達成度等に応じて付与され
る付与ポイントに加えて、中期経営計画で掲げる業績目標の達成度等に応じて、対象期間
中に付与されたポイント数の合計について加算または減算します。本制度により取締役等
に対して交付等が行われる当社株式数は、付与ポイントの累積値（以下「累積ポイント」
という。）に応じて１ポイントにつき当社株式１株として決定されます。なお、当社株式
の総数が株式の分割、株式無償割当て、株式の併合等によって増加または減少した場合、
当社は、その増加または減少の割合に応じて、１ポイント当たりに交付等が行われる当社
株式等の数を調整します。
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当社の取締役及び執行役員に付与される付与ポイントの総数は、対象期間である３事業
年度ごとに200,000ポイント（200,000株相当）を上限とします。この付与ポイントの
上限数は、上記（２）の当社が拠出する金員の上限を踏まえて、株価の推移を参考に設定
しています。

（４）取締役等に対する株式交付等の時期
受益者要件を充足した取締役等（取締役等を退任後、当社子会社の取締役又は執行役員

に就任している者を含む。（４）において以下同じ。）は、原則として当社及び全ての当社
子会社の取締役及び執行役員を退任した後に、累積ポイントに基づいた当社株式等の交付
等を受けるものとします。このとき、当該取締役等は、累積ポイントの70%（単元未満
株式は切捨て）については当社株式の交付を受け、残りについては本信託内で換価した上
で、換価処分金相当額の金銭の給付を受けるものとします。
なお、信託期間中に取締役等が在任したまま死亡した場合においては、当該取締役等の

相続人が、取締役等の死亡時までの累積ポイントに応じた数の当社株式を換価して得られ
る金銭について、本信託から給付を受けるものとします。信託期間中に受益者要件を満た
す取締役等が海外赴任により国内非居住者になった場合は、その時点までの累積ポイント
に応じた数の当社株式を換価して得られる金銭について、本信託から給付を受けるものと
します。
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（５）本信託内の当社株式に関する議決権
本信託内にある当社株式については、経営への中立性を確保するため、信託期間中、議

決権は行使されないものとします。

（６）本信託内の当社株式の剰余金配当の取扱い
本信託内の当社株式に係る剰余金配当は本信託が受領し、本信託の信託報酬・信託費用

に充てられます。信託報酬・信託費用に充てられた後、最終的に信託が終了する段階で残
余が生じた場合には、当社及び取締役等と利害関係のない団体への寄付を行う予定です。

（７）その他の本制度の内容
本制度に関するその他の内容については、本信託の設定、信託契約の変更及び本信託へ

の追加拠出の都度、取締役会において定めます。

（参考）
当社子会社であるウエルシア薬局株式会社の代表取締役のほか、シミズ薬品株式会社、

株式会社丸大サクラヰ薬局及び株式会社コクミンの各社の代表取締役社長についても、各
社の株主総会で承認可決されることを条件として、本制度と同様の株式報酬制度を導入及
び継続いたします。
なお、本制度の詳細につきましては、2023年４月18日付ニュースリリース「業績連動

型株式報酬制度の継続に関するお知らせ」をご参照ください。

以上
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＜インターネットによる議決権行使のお手続きについて＞
インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項をご確認のうえ、行使していただ

きますようお願い申し上げます。
当日ご出席の場合は、郵送（議決権行使書）またはインターネットによる議決権行使のお手続

きはいずれも不要です。
記

１．議決権行使サイトについて
（１）インターネットによる議決権行使は、パソコンまたはスマートフォンから、当社の指定
する議決権行使サイト（ https://evote.tr.mufg.jp/ ）にアクセスしていただくことによっ
てのみ実施可能です。（ただし、毎日午前２時から午前５時までは取り扱いを休止します。）

（２）パソコンまたはスマートフォンによる議決権行使は、インターネット接続にファイアー
ウォール等を使用されている場合、アンチウイルスソフトを設定されている場合、proxyサ
ーバーをご利用の場合、TLS暗号化通信を指定されていない場合等、株主様のインターネッ
ト利用環境によっては、ご利用できない場合もございます。

（３）インターネットによる議決権行使は、2023年5月24日（水曜日）の午後6時まで受け
付けいたしますが、お早めに行使していただき、ご不明な点等がございましたらヘルプデス
クへお問い合わせください。

２．インターネットによる議決権行使方法について
（１）パソコンによる方法

・議決権行使サイト（ https://evote.tr.mufg.jp/ ）において、議決権行使書用紙に記載
された「ログインID」及び「仮パスワード」をご利用いただき、画面の案内に従って賛
否をご入力ください。

・株主様以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを
防止するため、ご利用の株主様には、議決権行使サイト上で「仮パスワード」の変更を
お願いすることになりますのでご了承ください。

・株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」及び「仮パスワード」をご通知いたしま
す。
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（２）スマートフォンによる方法
・議決権行使書用紙に記載の「ログイン用QRコード」をスマートフォンにより読み取るこ

とで、議決権行使サイトに自動的に接続し、議決権行使を行うことが可能です。
（「ログインID」及び「仮パスワード」の入力は不要です。）

・セキュリティの観点からQRコードを用いた議決権行使は1回に限り可能です。2回目以降
は、QRコードを読み取っても「ログインID」「仮パスワード」の入力が必要になります。

・スマートフォン機種によりQRコードでのログインが出来ない場合があります。QRコー
ドでのログインが出来ない場合には、上記２．（１）パソコンによる方法にて議決権行使
を行ってください。
※QRコードは(株)デンソーウェーブの登録商標です。

３．複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い
（１）郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによ
る議決権行使の内容を有効として取り扱わせていただきますのでご了承ください。

（２）インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内
容を有効とさせていただきます。また、パソコン、スマートフォンで重複して議決権を行使
された場合も、最後に行使された内容を有効とさせていただきます。

４．議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について
パソコン、スマートフォンによる議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用

（インターネット接続料、通信料等）は、株主様のご負担となります。

システム等に関するお問い合わせ
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部（ヘルプデスク）

電話 0120-173-027（受付時間 9:00～21:00、通話料無料）
（機関投資家の皆様へ）
株式会社ＩＣＪが運営する議決権電子行使プラットフォームの利用を事前に申し込まれた場合

には、上記のほか、当社株主総会における電磁的方法による議決権行使方法として、当該プラッ
トフォームをご利用いただくことができます。
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事 業 報 告
（ 2022年３月

2023年２月
１
28

日から
日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当連結会計年度（2022年３月１日～2023年２月28日）におけるわが国の経済は、度重
なる新型コロナウイルス感染症拡大の波がありましたが、感染の落ち着きとともに年度末に
向けて厳しい制限が緩和され、ウィズコロナの下で各種政策の効果もあって、景気は緩やか
に持ち直しました。経済活動の再開に伴って名目賃金は増えましたが、エネルギー価格や原
材料価格の高騰を受けた消費者物価の上昇率には及ばず実質賃金は低下し、足元では賃上げ
の動きが見られるものの、家計の購買力低下が景気の下振れ圧力となることが懸念されてお
ります。
当社グループが主に事業を行うドラッグストア業界は、同業大手の出店や業界再編による

規模拡大など、業種・業態の垣根を越えた競争が激化しております。マスクや抗原検査キッ
ト等の新型コロナ感染症対策関連商品やＰＣＲ等検査事業に対する需要は、感染拡大の波に
合わせて高まりましたが、感染縮小とともに足元では減少しております。一方で、外出機会
の増加を受けた化粧品や、各国の行動規制緩和を受けたインバウンド需要には回復の兆しも
見られております。
このような状況において、当社グループは、お客様のニーズに対応する商品販売、サービ

スの提供に努めました。物販部門においては、自宅療養者向けに総合感冒薬等の医薬品の販
売が増加しました。調剤部門においては、厳しい報酬改定の影響があったものの、調剤併設
店舗数の増加（当期末現在2,024店舗）や、コロナ禍の受診抑制の影響が大きくなかったこ
と等から、処方箋受付枚数が増加しました。また販売費及び一般管理費については、燃料価
格の高騰を受けて水道光熱費が大幅に増加しましたが、自働発注の推進による店舗業務の効
率化を進め、店舗人時数の管理等により、人件費をはじめとする経費適正化に努めました。
なお、2022年6月1日付で株式会社コクミン（162店舗）及び株式会社フレンチ（3店舗）

を、2022年12月1日付で株式会社ふく薬品（25店舗）を株式取得により子会社化いたしま
した。また、グループ全体で140店舗の出店と36店舗の閉店を実施し、当期末の当社グル
ープの店舗数は2,763店舗となりました。
以上の結果、当連結会計年度の売上高は1,144,278百万円、営業利益は45,635百万円、

経常利益は52,149百万円及び親会社株主に帰属する当期純利益は27,030百万円となりまし
た。
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（2）品目別売上高の状況
当社グループは、単一事業のため、セグメント情報の開示は行っておりませんので、品目

別により記載しております。
（単位：百万円）

品目 主 要 営 業 品 目 金額 構成比

医薬品
風邪薬、健康食品、胃腸薬、ドリンク剤、
保健・ビタミン剤、紙おむつ、粉ミルク、
ベビーフード、介護用品

233,558 20.4％

化粧品 基礎化粧品、メイク化粧品、男性化粧品、
リップクリーム 176,608 15.4％

家庭用雑貨 洗剤、トイレットペーパー、ペット用品、
殺虫剤、文房具、玩具、一般雑貨 158,615 13.9％

食品 菓子、米穀、一般食品 253,863 22.2％
その他 酒、煙草他 92,232 8.1％

物販計 914,878 80.0％
調剤 調剤薬品 228,106 19.9％

小計 1,142,984 99.9％
手数料収入 1,293 0.1％

合計 1,144,278 100.0％

（3）設備投資の状況
当連結会計年度は、新規に140店舗を出店したほか既存店につきましても店舗改装を行い

ました。その結果、設備投資の実施額は24,634百万円となりました。
なお、上記の設備投資の実施額には、賃貸借契約に関わる差入保証金を含んでおります。

（4）資金調達の状況
特記すべき事項はありません。

（5）事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
特記すべき事項はありません。

（6）他の会社の事業の譲受けの状況
特記すべき事項はありません。

（7）吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
特記すべき事項はありません。

（8）他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
2022年6月1日付で、株式会社コクミン及び株式会社フレンチを、2022年12月1日付で

株式会社ふく薬品を株式取得により子会社化いたしました。
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（9）財産及び損益の状況の推移
（単位：百万円）

区 分
第12期 第13期 第14期

第15期
（当連結会計年度）

（2020年２月期） （2021年２月期） （2022年２月期） （2023年２月期）

売 上 高 868,280 949,652 1,025,947 1,144,278

経 常 利 益 40,348 45,800 47,590 52,149

親会社株主に帰属する当期純利益 22,802 27,999 26,453 27,030

１株当たり当期純利益 109円24銭 134円23銭 126円99銭 129円38銭

総 資 産 390,006 435,685 463,048 537,362

純 資 産 162,418 180,351 207,886 232,384

１ 株 当 た り 純 資 産 773円95銭 862円82銭 966円66銭 1,078円97銭

（注）１．記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しています。
２．「従業員持株ＥＳＯＰ信託」「役員報酬ＢＩＰ信託」が所有する当社株式につきましては、自己株式

として計上しております。当該自己株式数は、１株当たり当期純利益を求める際に、「普通株式の期
中平均株式数」の計算過程で控除する自己株式数に含めております。また、１株当たり純資産を求
める際に、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めております。

３．当社は2020年９月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。第12期の期首
に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産を算定してお
ります。

４．当連結会計年度より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を
適用しており、当連結会計年度の財産及び損益の状況については、当該会計基準等を適用した後の
数値を記載しております。
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（10）対処すべき課題
当社グループが主に事業を行うドラッグストア業界は、同業大手の出店や業界再編による

規模拡大など、業種・業態の垣根を越えた競争が激化しております。新型コロナウイルス感
染症の拡大による厳しい制限が緩和され、ウィズコロナの下で消費者ニーズ、医療提供体制
の中での調剤業務に期待される役割にも大きな変化が予想されております。また、円安・輸
入物価の高騰を受けた食品をはじめとする消費者物価の上昇を受けて、消費者の節約志向は
一段と強くなっております。長期的には、日本の少子高齢化により、労働力不足や高齢者の
増加に伴う消費者ニーズの変化にも直面することとなります。
このような厳しい環境変化を成長の機会と捉え、当社では、「２０２４年２月期～２０２

６年２月期 中期経営計画」（以下、「中期経営計画」）を策定いたしました。中期経営計画
では、「お客様の豊かな社会生活と健康な暮らしを提供します」という企業理念のもと、４
大方針（「調剤併設」、「カウンセリング営業」、「深夜営業」及び「介護」）を軸としたウエル
シアモデルを推進し、２０３０年にありたい姿として、「地域No.1の健康ステーション」の
実現を目指しております。

当社グループの対処すべき課題は、以下のとおりであります。

①既存事業の進化と深化
・新規出店、改装等による競争力の強化
・カウンセリング力、商品提案力の強化
・調剤併設の推進と調剤業務高度化への対応
・独自性且つストーリー性のあるプライベートブランド商品の開発
・食品強化型店舗、都市型小型店舗、移動販売の新たな店舗フォーマットの開発
・介護事業の積極展開
・健康サービス拡充による事業領域の拡大

②Ｍ＆Ａの推進とグループシナジーの追求
・ドラッグストア事業に加え、周辺事業領域のＭ＆Ａを推進
・グループ共通機能の相互活用や、ウエルシアモデルの推進によるグループシナジーの
拡大による子会社収益の改善

③デジタル化への対応
・デジタルを活用した顧客サービスの開発
・店舗や本部業務の省力化、効率化

④海外事業の拡大
・Welcia-BHG（Singapore）の出店拡大と収益改善
・その他アセアン地域への進出

⑤組織・経営管理の高度化
・グループ横断的な本部組織の最適化

これらの取組みに加え、グループ規模拡大に伴い増大するリスクへの対応、内部統制及び
リスク管理体制の強化、持続可能な社会と企業成長の両立を目指したサステナビリティ経営
の推進に継続的に取り組んでまいります。
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（11）主要な事業内容
当社は、グループ会社各社の経営指導及び管理を行っております。
なお、当社グループは、当社及び関係会社16社（連結子会社12社、非連結子会社２社及

び関連会社２社）で構成され、「ドラッグストア」を基本として処方箋調剤や医薬品、化粧
品、家庭用雑貨、食品等の販売に関係する事業等を行っております。

（12）重要な親会社及び子会社の状況
①重要な親会社の状況

会社名 資本金 議決権比率 主な事業内容

イオン株式会社 220,007百万円 50.57％
小売、ディベロッパー、金融、サービス及び
それに関連する事業を営む会社の株式または
持分を保有することによる当該会社の事業活
動の管理

②親会社等との間の取引に関する事項
イオン株式会社との取引については、同社グループのＰＢ（プライベートブランド）商品

『ＴＯＰＶＡＬＵ』及び『ハピコム』の供給を受けており、イオン株式会社の店舗の仕入価
格をもって、当社に対する仕切価格とすることを取引条件としております。なお、当社の仕
入額に占める同社グループとの取引金額の割合は約２％であります。
消費寄託契約により行う消費寄託の金利条件についても、市場金利を勘案して合理的に決

定しております。
上記のように、イオン株式会社との取引については、一般的な取引条件と同様の適切な条

件による取引を基準とし、取引の内容及び条件の妥当性については取締役会で判断してお
り、非支配株主に不利益を与えないように行っております。

③親会社等と締結している重要な財務および事業の方針に関する契約等の内容の概要
該当事項はありません。
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④重要な子会社の状況
事業年度末日における当社の重要な子会社は、国内でドラッグストア事業を行っている9

社であります。
（単位：百万円）

ウエル
シア
薬局㈱

シミズ
薬品㈱

㈱丸大
サクラヰ
薬局

㈱よどや
㈱クスリ

の
マルエ

㈱ププレ
ひまわり

㈱コク
ミン

㈱フレ
ンチ

㈱ふく
薬品

資 本 金 100 48 29 50 48 49 91 18 20

議決権比率 100.0％ 100.0％ 100.0％ 50.1％ 51.0％ 51.0％ 100.0％ 100.0％ 53.8％

項目 金 額
(構成比)

金 額
(構成比)

金 額
(構成比)

金 額
(構成比)

金 額
(構成比)

金 額
(構成比)

金 額
(構成比)

金 額
(構成比)

金 額
(構成比)

売 上 高
971,031 24,474 30,521 10,161 13,872 49,030 31,250 330 1,630
（100.0%) （100.0%) （100.0%) （100.0%) （100.0%) （100.0%) （100.0%) （100.0%) （100.0%)

売上総利益
300,137 7,429 8,244 2,712 4,374 12,007 10,019 113 488
（30.9%) （30.4%) （27.0%) （26.7%) （31.5%) （24.5%) （32.1%) （34.4%) （30.0%)

販売費及び
一般管理費

254,514 6,424 7,039 2,408 4,028 11,789 10,099 126 461
（26.2%) （26.3%) （23.1%) （23.7%) （29.0%) （24.1%) （32.4%) （38.3%) （28.3%)

営 業 利 益 45,622 1,004 1,205 303 346 218 △ 79 △ 12 27
( 4.7%) ( 4.1%) ( 3.9%) ( 3.0%) ( 2.5%) ( 0.4%) ( －) ( －) ( 1.7%)

経 常 利 益 51,203 1,162 1,311 324 416 941 82 △ 12 34
( 5.3%) ( 4.7%) ( 4.3%) ( 3.2%) ( 3.0%) ( 1.9%) ( 0.3%) ( －) ( 2.1%)

当期純利益 29,322 726 883 181 262 381 263 △ 16 15
( 3.0%) ( 3.0%) ( 2.9%) ( 1.8%) ( 1.9%) ( 0.8%) ( 0.8%) ( －) ( 0.9%)

(注）㈱コクミン及び㈱フレンチは2022年6月１日から2023年２月28日まで、㈱ふく薬品は2022年12月１
日から2023年２月28日までの期間の損益を表示しております。

⑤特定完全子会社に関する事項
会社名 住 所 帳簿価額の合計額 当社の総資産額

ウエルシア薬局株式会社 東京都千代田区外神田二丁目２番15号 65,024百万円 142,180百万円
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（13）主要な事業所の状況
①当社本社 東京都千代田区外神田二丁目２番15号

②当社グループの店舗数 (単位：店)
都 道 府 県 店 舗 数 都 道 府 県 店 舗 数

北海道 7 京都府 87
青森県 83 大阪府 230
岩手県 15 兵庫県 121
宮城県 20 奈良県 16
秋田県 12 和歌山県 7
山形県 23 鳥取県 8
福島県 38 島根県 9
茨城県 158 岡山県 76
栃木県 68 広島県 77
群馬県 118 徳島県 5
埼玉県 220 香川県 12
千葉県 166 愛媛県 30
東京都 235 高知県 27
神奈川県 235 福岡県 17
新潟県 75 佐賀県 1
富山県 45 長崎県 2
石川県 24 熊本県 1
福井県 8 大分県 2
山梨県 35 宮崎県 1
長野県 41 沖縄県 25
岐阜県 7 国内計 2,751
静岡県 234
愛知県 82
三重県 30 シンガポール 12
滋賀県 18 合計 2,763

（14）従業員の状況
従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

14,865名 1,571名（増）

(注）上記従業員数には、パート及びアルバイト（25,477名：１日８時間換算）は含んでおりません。
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（15）主要な借入先
借 入 先 借 入 残 高 （百万円）

株 式 会 社 り そ な 銀 行 11,587

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 7,293

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 5,525

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 4,706

株 式 会 社 広 島 銀 行 1,905

（16）その他企業集団の現況に関する重要な事項
特記すべき事項はありません。

2. 会社株式に関する事項（2023年２月28日現在）
（1）発行可能株式総数 494,947,200株
（2）発行済株式の総数 209,639,626株 （自己株式13,250株を除く）
（3）単元株式数 100株
（4）株主数 74,960名
（5）大株主（上位10名）

株 主 名 持株数
（千株）

持株比率
（％）

イオン株式会社 105,950 50.54
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 14,026 6.69
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 4,802 2.29
ウエルシアホールディングス従業員持株会 3,793 1.81
株式会社ツルハ 3,352 1.60
ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＷＥＳＴ ＣＬＩＥＮＴ － ＴＲＥＡＴ
Ｙ ５０５２３４ 2,663 1.27

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 2,486 1.19
株式会社イシダ 1,616 0.77
株式会社埼玉りそな銀行 1,417 0.68
ＪＰ ＭＯＲＧＡＮ ＣＨＡＳＥ ＢＡＮＫ ３８５７８１ 1,301 0.62

（注）持株比率は、自己株式（13,250株）を控除して計算しております。なお、自己株式には役員報酬ＢＩＰ
信託が保有する412,219株を含めておりません。
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（6）当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
交付した株式数 交付対象者数

取締役（社外取締役を除く） 28,223株 1名
（注）上記28,223株のうち、19,700株については株式として交付し、残りの8,523株については当該BIP信託

の仕組みに従い、納税資金充当のため売却し、金銭にて支給しております。

（7）その他株式に関する重要な事項
特記すべき事項はありません。

3. 会社の新株予約権等に関する事項
（1）当事業年度末日における当社役員の新株予約権等の保有状況

第１回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）
① 新株予約権の数 81個（新株予約権１個につき800株）
② 目的となる株式の種類及び数 普通株式 64,800株
③ 新株予約権の払込金額 無償
④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 １円
⑤ 新株予約権を行使することができる期間

自 2014年７月17日 至 2044年７月16日
⑥ 当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 保有者数
取締役
（社外取締役を除く） 25個 普通株式 20,000株 3名

第２回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）
① 新株予約権の数 59個（新株予約権１個につき800株）
② 目的となる株式の種類及び数 普通株式 47,200株
③ 新株予約権の払込金額 無償
④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 １円
⑤ 新株予約権を行使することができる期間

自 2015年２月17日 至 2045年２月16日
⑥ 当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 保有者数
取締役
（社外取締役を除く） 29個 普通株式 23,200株 3名
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第３回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）
① 新株予約権の数 30個（新株予約権１個につき800株）
② 目的となる株式の種類及び数 普通株式 24,000株
③ 新株予約権の払込金額 無償
④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 １円
⑤ 新株予約権を行使することができる期間

自 2016年３月17日 至 2046年３月16日
⑥ 当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 保有者数
取締役
（社外取締役を除く） 18個 普通株式 14,400株 3名

第４回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）
① 新株予約権の数 43個（新株予約権１個につき800株）
② 目的となる株式の種類及び数 普通株式 34,400株
③ 新株予約権の払込金額 無償
④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 １円
⑤ 新株予約権を行使することができる期間

自 2017年２月17日 至 2047年２月16日
⑥ 当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 保有者数
取締役
（社外取締役を除く） 25個 普通株式 20,000株 3名

（2）当事業年度中の従業員等に対する新株予約権等の交付状況
特記すべき事項はありません。

（3）その他新株予約権等に関する重要な事項
特記すべき事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の氏名等

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長 池 野 隆 光

代表取締役社長 松 本 忠 久
執行役員最高業務執行責任者
ウエルシア薬局㈱代表取締役社長
Welcia-BHG(Singapore)Pte.Ltd. Director

取 締 役 副 社 長 中 村 壽 一 執行役員コーポレート担当兼関連企業担当
ウエルシア薬局㈱取締役

取 締 役 柴 﨑 孝 宗 執行役員最高財務責任者
ウエルシア薬局㈱取締役

取 締 役 岡 田 元 也

イオン㈱取締役兼代表執行役会長
イオンモール㈱取締役相談役
ユナイテッド・スーパーマーケット・ホールディングス㈱取締役相
談役
㈱クスリのアオキホールディングス社外取締役

社 外 取 締 役 成 田 由加里
成田由加里公認会計士事務所代表
東北大学大学院経済学研究科教授
㈱サイバー・ソリューションズ社外取締役
朝日仙台税理士法人

社 外 取 締 役 中 井 智 子
経営法曹会議会員
中町誠法律事務所パートナー
慶應義塾大学法科大学院非常勤講師

社 外 取 締 役 石 塚 邦 雄 全国農業協同組合連合会経営管理委員
伊藤忠商事㈱社外取締役

社 外 取 締 役 永 田 正 京王電鉄㈱相談役
㈱うかい社外取締役

社 外 取 締 役 野 沢 勝 則 カーリットホールディングス㈱常勤監査役
社 外 取 締 役 堀 江 重 郎 順天堂大学大学院医学研究科泌尿器外科学教授
監 査 役 宮 本 俊 男 常勤監査役

社 外 監 査 役 加々美 博 久
加々美法律事務所所長
日東工器㈱社外監査役
学校法人慶應義塾 監事
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地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

社 外 監 査 役 杉 山 敦 子
（現姓 松本）

公認会計士杉山昌明事務所副所長
杉山昌明税理士事務所副所長
富士興産㈱社外取締役監査等委員
ユシロ化学工業㈱社外取締役監査等委員

社 外 監 査 役 藤 井 隆
(注)１．当事業年度中の取締役及び監査役の異動

(1) 2022年５月24日開催の第14期定時株主総会の終結の時をもって、佐藤範正氏は取締役を、市川康生
氏は監査役をそれぞれ退任いたしました。

(2) 2022年５月24日開催の第14期定時株主総会において、新たに柴﨑孝宗氏、永田正氏、野沢勝則氏及
び堀江重郎氏は取締役に、藤井隆氏は監査役に選任され就任いたしました。

２．当事業年度末日後の重要な兼職の異動
代表取締役社長松本忠久氏は、事業年度末日後の2023年３月１日付で、イオン株式会社執行役ヘルス
＆ウエルネス担当に、またウエルシア薬局株式会社代表取締役会長に就任しております。

３．取締役成田由加里氏、中井智子氏、石塚邦雄氏、永田正氏、野沢勝則氏及び堀江重郎氏は、会社法に規
定する社外取締役であります。

４．取締役成田由加里氏は、公認会計士・税理士の資格を有しており、会計及び税務に関する相当程度の知
見を有しております。

５．取締役中井智子氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務に関する相当程度の知見を有しておりま
す。

６．監査役加々美博久氏、杉山敦子氏及び藤井隆氏は、会社法に規定する社外監査役であります。
７．監査役加々美博久氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務に関する相当程度の知見を有しておりま

す。
８．監査役杉山敦子氏は、公認会計士・税理士の資格を有しており、会計及び税務に関する相当程度の知見

を有しております。
９．当社は、取締役成田由加里氏、中井智子氏、石塚邦雄氏、永田正氏、野沢勝則氏及び堀江重郎氏ならび

に監査役加々美博久氏、杉山敦子氏及び藤井隆氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員と
して指定し、同取引所に届け出ております。

（2）責任限定契約の内容の概要
当社は、社外取締役及び社外監査役との間で、会社法第427条第１項及び定款の規定に

基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契
約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額としております。

（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
①被保険者の範囲

当社は、保険会社との間で、当社及び当社のすべての子会社のすべての取締役、監査
役及び執行役員を被保険者として、役員等賠償責任保険契約を締結しております。
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②役員等賠償責任保険契約の内容の概要
1）被保険者の実質的な保険等の負担割合

保険料は特約部分も含め会社負担としており、被保険者の実質的な保険料負担はあり
ません。

2）填補の対象となる保険事故の概要
特約部分も合わせ、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うことま
たは当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害について
填補します。ただし、法令違反の行為であることを認識して行った行為の場合等一定
の免責事由があります。

3）役員等の職務の適正性が損なわれないための措置
保険契約に免責額の定めを設けており、当該免責額までの損害については填補の対象
としないこととしています。

（4）取締役及び監査役の報酬等
①報酬等の決定に関する方針

取締役及び監査役の報酬は、株主総会の決議により定められた取締役全員及び監査役
全員のそれぞれの報酬限度額の範囲内で決定しております。
取締役の報酬等の内容に係る決定は、報酬決定プロセスの透明性・客観性を確保する

ため、委員の過半数を社外取締役で構成し議長を社外取締役とする「報酬委員会」にお
いて、1）持続的な企業価値向上への十分なインセンティブが働くものであること 2）
優秀な経営人材確保に資するものであること 3）当社の企業規模と事業領域において適
正な水準であることの主に3つの視点から、報酬制度及び報酬案の妥当性を審議し、そ
の結果を取締役会に答申することとしております。
報酬制度は、固定報酬である「基本報酬」と変動報酬である「業績連動賞与（金銭）」

及び「業績連動株式報酬」から構成されております。
取締役の個人別の「基本報酬」は、報酬委員会において役位別の個別金額を審議し、

その内容を取締役会へ答申するものとしており、2022年5月24日開催の取締役会にて
決議いたしました。
「業績連動賞与（金銭）」及び「業績連動株式報酬」は、中長期的な業績向上と企業

価値の増大への貢献意欲を高めることを目的として、中期経営計画をKPIとして、当社
グループ（連結）の売上高、経常利益、経常利益率及び親会社株主に帰属する当期純利
益の業績評価と連動し決定しております。
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なお、取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針については、取締
役会の諮問機関である報酬委員会における審議を経て取締役会決議にて定めておりま
す。

②当事業年度に係る個人別の報酬等の内容が当該方針に沿うものであると取締役会が判断
した理由

取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、役員報酬委員会が原案について
決定方針との整合性を含めた多角的な検討を行っており、取締役会も基本的にその答申
を尊重していることから、決定方針に沿うものであると判断しております。
なお、社外取締役及び監査役は、固定報酬である「基本報酬」のみ支給しておりま

す。

③取締役及び監査役の報酬等の総額等

区 分 支給人員 報酬等の額
報酬等の内訳

基本報酬 業績連動賞与 株式報酬
（非金銭報酬）

取 締 役
（内 社外取締役）

12名
（6名)

295百万円
（36百万円)

200百万円
（36百万円)

42百万円
(－)

52百万円
(－)

監 査 役
（内 社外監査役）

5名
（4名)

25百万円
(17百万円)

25百万円
(17百万円)

－
(－)

－
(－)

合 計 17名 320百万円 225百万円 42百万円 52百万円
(注)１．取締役の報酬限度額は、2022年５月24日開催の第14期定時株主総会において年額400百万円

以内（うち、社外取締役分として年額60百万円以内。）と決議をいただいております。決議時
点の取締役の員数は11名（うち、社外取締役6名）であります。
また別枠で、2020年５月21日開催の第12期定時株主総会において、業績連動型株式報酬額と
して、3事業年度を対象として500百万円以内かつ100,000ポイント以内（対象となる取締役
は7名、執行役員1名。2020年９月１日を効力発生日とする株式分割により、1ポイントあた
り2株）と決議をいただいております。

２．監査役の報酬限度額は、2009年11月27日開催の第１回定時株主総会において年額42百万円
以内（対象となる監査役は3名）と決議をいただいております。

３．事業年度末現在の人員は、取締役11名（うち社外取締役６名）ならびに監査役4名（うち社外
監査役3名）であります。上記支給人員と相違しているのは、取締役を3名増員したこと、加え
て2022年５月24日開催の第14期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役1名及び監査
役1名を含んでいるためであります。

４．上記のほか、社外役員が当社親会社又は当社親会社の子会社から受けた役員としての報酬額は
ありません。
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④業績連動報酬等及び非金銭報酬等に関する事項
当社は、2017年5月23日開催の株主総会により、当社の取締役及び子会社であるウ

エルシア薬局株式会社の取締役を対象とした株式報酬制度を導入し、2020年5月21日
開催の株主総会において、当該制度の継続を決議いたしました。また、同時に、当該制
度の対象者に当社またはウエルシア薬局株式会社と委任契約を締結する執行役員並びに
シミズ薬品株式会社および株式会社丸大サクラヰ薬局の取締役社長を追加し、賞与制度
（「業績連動賞与（金銭）」）を導入することとしております。

「業績連動賞与（金銭）」及び「業績連動株式報酬」は中長期的な業績向上と企業価
値の増大への貢献意欲を高めることを目的とした報酬制度であり、当社の中期経営計画
達成に向け、グループ全体（連結）の売上高、経常利益、経常利益率、親会社株主に帰
属する当期純利益及び中期経営計画終了年度の連結ＲＯＥを業績指標としております。
「業績連動賞与（金銭）」は、役位別に基準額を設定し、親会社株主に帰属する当期

純利益の成長率に応じた支給率（0％～150％）を乗じて支給額を決定しています。
なお、当事業年度を含むグループ全体（連結）の売上高、経常利益、親会社株主に帰

属する当期純利益の実績推移は、1．（9）財産及び損益の状況の推移に記載のとおりで
あり、当事業年度の連結経常利益率は4.6％であります。
「業績連動株式報酬」は、対象期間（2021年2月期～2023年2月期の3事業年度）の

毎年2月末日に取締役として在任する者に対して、同日で終了する事業年度における役
位および業績等に応じて算出されるポイント数を、毎事業年度終了後の所定の時期に付
与します。また、対象期間の終了後に、中期経営計画で掲げた業績目標の達成度に応じ
て、対象期間中に付与されたポイント数の加算または減算を行います。対象期間中に付
与されたポイント数は、毎年累積し、取締役が当社および全ての当社子会社の取締役及
び執行役員を退任した後に、累積ポイント数に応じた当社株式等の交付等を行います。
株式交付対象者が職務の重大な違反、または社内規程の重大な違反があった場合等、交
付相当額の返還請求を求めることができるものとしています。
なお、業績連動株式報酬として取締役に交付した株式については、2．（6）当事業年

度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況に記載のとおりです。
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（5）社外役員に関する事項
①重要な兼職先と当社との関係
社外役員の兼職先と当社との関係には、重要な取引その他の関係はありません。
②当事業年度における主な活動状況

区
分 氏名

出席状況 取締役会・監査役会における活動状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った

職務の概要取締役会 監査役会

社
外
取
締
役

成田由加里
17回中
17回

（100%）
－

当期に開催された取締役会17回のうち全て
に出席し、公認会計士及び税理士としての
豊富な経験と専門知識並びに大学院教授と
しての豊富な見識に基づき、財務・会計、
組織運営、人材育成に関する質問や意見を、
また、ダイバーシティ＆インクルージョン
に関する見識から当社の経営に対して有益
な発言を行うなど、経営監視機能を発揮い
たしました。

社
外
取
締
役

中井智子
17回中
17回

（100%）
－

当期に開催された取締役会17回のうち全て
に出席し、弁護士としての専門的な見地か
ら、情報セキュリティや企業買収における
リスクなどの観点から適宜質問を行うなど、
経営監視機能を発揮いたしました。

社
外
取
締
役

石塚邦雄
17回中
16回

（94%）
－

当期に開催された取締役会17回のうち16回
に出席し、企業経営経験者としての豊富な
経験と幅広い見識に基づき、グループ企業
統治や組織運営などの幅広い視点からリス
クを指摘して問題提起を適宜行うなど、経
営監視機能を発揮いたしました。

社
外
取
締
役

永田正
13回中
13回

（100%）
－

社外取締役就任後に開催された取締役会13
回のうちすべてに出席し、企業経営経験者
としての豊富な経験と幅広い見識に基づき、
グループ企業統治や組織運営などの幅広い
視点からリスクを指摘して問題提起を適宜
行うなど、経営監視機能を発揮いたしまし
た。
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区
分 氏名

出席状況 取締役会・監査役会における活動状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った

職務の概要取締役会 監査役会

社
外
取
締
役

野沢勝則
13回中
13回

（100%）
－

社外取締役就任後に開催された取締役会13
回のうちすべてに出席し、金融機関の経営
者として培った経験と幅広い見識に基づき、
審議事項に関するリスクの指摘や問題提起
を適宜行うなど、経営監視機能を発揮いた
しました。

社
外
取
締
役

堀江重郎
13回中
13回

（100%）
－

社外取締役就任後に開催された取締役会13
回のうちすべてに出席し、医師、医学博士
として、また長年の大学教授として培った
経験と幅広い知識、大学等における組織運
営の経験から、リスクを指摘して問題提起
を適宜行うなど、経営監視機能を発揮いた
しました。

社
外
監
査
役

加々美博久
17回中
17回

（100%）

17回中
17回

（100%）

当期に開催された取締役会17回のうち全て
に出席、また同期間に開催された監査役会
17回のうち全てに出席しました。弁護士と
しての専門的な見地から、取締役会におい
ては、企業買収におけるリスクなどの観点
から質問や問題提起を適宜行うなど、監査
役会においては、監査の方法、監査結果に
ついての意見交換及び重要事項の協議等を
行うなど、監査機能を発揮いたしました。

社
外
監
査
役

杉山敦子
17回中
17回

（100%）

17回中
17回

（100%）

当期に開催された取締役会17回のうち全て
に出席、また同期間に開催された監査役会
17回のうち全てに出席しました。公認会計
士及び税理士としての豊富な経験と専門的
知識に基づき、取締役会においては、他社
事例を提示しガバナンスに関する意見を適
宜述べるなど、監査役会においては、監査
の方法、監査結果についての意見交換及び
重要事項の協議等を行うなど、監査機能を
発揮いたしました。
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区
分 氏名

出席状況 取締役会・監査役会における活動状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った

職務の概要取締役会 監査役会

社
外
監
査
役

藤井隆
13回中
13回

（100%）

13回中
13回

（100%）

社外監査役就任後に開催された取締役会13
回のうち全てに出席、また同期間に開催さ
れた監査役会13回のうち全てに出席しまし
た。取締役会においては、企業経営者とし
ての豊富な経験と知識に基づき質問や意見
を述べるなど、監査役会においては、監査
の方法、監査結果についての意見交換及び
重要事項の協議等を行うなど、監査機能を
発揮いたしました。

5. 会計監査人に関する事項
（1）名称 有限責任監査法人トーマツ

（2）報酬等の額
支払額

当事業年度に係る報酬等の額 75百万円

当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 120百万円
(注)１．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠などが

適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判
断をいたしました。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査
報酬を区別しておらず、実質的にも区別できないため、上記金額には金融商品取引法に基づく監査の
報酬等の額を含めております。

(3) 解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の遂行に支障がある場合等、その必要があると判断した

場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いた
します。
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認

められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、
監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査
人を解任した旨及び解任理由を報告いたします。
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6. 会社の体制及び方針
（１）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他の業務

の適正を確保するための体制
当社は、2015年４月21日の取締役会において、内部統制システム構築の基本方針を

以下のように定めております。
この基本方針に基づき、業務の適法性・有効性の確保ならびにリスク管理に努め、関

連法規の遵守を図ってまいります。

① 当社及び当社子会社の取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制
当社及び当社グループは株主・取引先・地域社会・従業員等の各パートナーに対す

る企業価値の向上を経営の基本方針とし、それを実現するため、当社及び当社子会社
の取締役、使用人が法令・定款を遵守することの徹底を図るとともに、リスク管理体
制の強化にも取り組むなど、内部統制システムの充実を図るものとする。特に、法
令・定款の遵守を周知・徹底するため、倫理・コンプライアンス体制の強化に努め
る。

② 当社の取締役の職務の執行に係わる情報の保存及び管理に関する体制及び子会社の取
締役等の職務の執行に係る当社への報告に関する体制
１）取締役の職務の執行に係わる情報・文書の取扱は、文書管理規程に則り、適切に

記録・保存・管理の運用を実施する。
２）関係会社管理規程に基づき、当社子会社の取締役等は、子会社における法定の議

事録の写し等の文書を当社に提出することにより、子会社の取締役等の職務執行
に係る事項を報告する。また当該資料は、当社の取締役及び監査役が常時閲覧す
ることができるものとする。

③ 当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社及び当社グループのリスク管理体制を確立するためにリスク管理規程により、

リスク管理のための基本方針や体制について定め、これに沿ってリスク管理体制を整
備・構築する。
さらに、当社は、代表取締役社長に直属する部署として、当社及び当社グループ会

社の内部監査を実施する内部監査室を設置し、定期的に業務監査実施項目及び実施方
法を検討し、監査を実施する。

④ 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための
体制
１）当社及び当社子会社は、業務執行上の責任を明確にするため、取締役の任期を１

年と定めている。
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２）当社の取締役会は月1回の定時取締役会及び随時開催される臨時取締役会にて経
営の重要事項及び個別案件の決議を適時行うものとする。また当社子会社の取締
役会においても定時取締役会及び随時開催される臨時取締役会にて経営の重要事
項及び個別案件の決議を適時行うものとする。さらに職務執行の有効性と効率性
を確保する観点から、当社及び当社グループに係わる重要事項については当社の
経営会議の審議を経た後に、当社の取締役会で決定するものとする。

⑤ 当社及び当社子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社及び当社グループの業務の適正については、関係会社管理規程に則り管理する。

また、当社子会社の業務状況については、各社より、定期的に取締役会に出席・報告
させる体制を整備している。
内部監査室は、内部監査規程に基づき当社グループ各社の内部監査の状況を評価し、

必要に応じ直接内部監査を実施する。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に
関する事項

監査役会がその職務を補助する使用人を置くことを求めた場合には、当該使用人を
配置する。

⑦ 上記の使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関
する事項
１）当該使用人の選任、解任、異動等には監査役会の同意を要するものとし、当該使

用人の取締役からの独立性及び監査役会の指示の実効性の確保に努める。
２）当該使用人が他部署の使用人を兼務する場合は、監査役会に係る業務を優先して

従事するものとする。

⑧ 当社の取締役及び使用人ならびに当社子会社の取締役、監査役及び使用人またはこれ
らの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告する体制その他監査役への報告に関
する体制

当社の取締役及び使用人ならびに当社子会社の取締役、監査役及び使用人またはこ
れらの者から報告を受けた者は、法定の報告事項のみでなく、当社及び当社子会社に
重大な影響を及ぼすと思われる事実を知った場合には、速やかに当社の監査役に報告
しなければならない。また、監査役は取締役会他の重要な会議に出席し、重要情報に
つき適宜報告を受けて、業務執行状況を把握する。

⑨ 上記の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこと
を確保するための体制

上記の報告をした者に対して、当該報告をしたことを理由として、いかなる不利益
な取扱いをしてはならないものとする。また内部通報制度においても内部通報をした
ことを理由として、いかなる不利益な取扱いもしてはならないことを規定し、適切に
運用する。
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⑩ 監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理に関する体制
監査役がその職務の遂行について生じる費用の前払いまたは償還等の請求をしたと

きは、当該監査役の職務の遂行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該
費用または債務を処理するものとする。

⑪ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査役と代表取締役及び取締役からの個別ヒアリングの機会を６ヶ月に１回程度設

ける。独立性判断基準に基づく社外監査役を選任し、うち１名は弁護士を選任する。

（２）内部統制システムの運用状況
当連結会計年度末の時点で、当社及び当社子会社は「内部統制システムの整備・運用

状況」を評価し、基本方針に基づき内部統制システムが適切に整備され、運用されてい
たことを確認しております。主な運用状況は以下の通りであります。
① 取締役の職務執行について

当連結会計年度における当社の取締役会は、社外取締役３名を含む８名の取締役で
構成され社外監査役3名を含む4名の監査役が出席する取締役会を4回、ならびに社外
取締役６名を含む11名の取締役で構成され社外監査役3名を含む4名の監査役が出席
する取締役会を13回、計17回開催しており、業務に関する重要事項について決議し、
さらに、当社子会社から報告を受け、当社子会社の職務の執行を監督しております。
また、業務執行取締役で構成される経営会議を、毎月1回定期に開催しており、重要
事項について、慎重な検討を行っております。
取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理については、文書管理規程に基づき

実施し、取締役及び監査役が当社及び当社子会社の重要な法定文書を、常時閲覧する
ことができる体制を取っております。

② 監査役の職務執行について
監査役は、取締役会及び経営会議に出席するほか、稟議書等の社内の重要文書を閲

覧することにより当社及び当社子会社の監査の実効性を確保しております。また、当
連結会計年度においては、監査役会を17回開催し、各監査役間での意思疎通を図る
とともに会計監査人及び内部監査部門等との連携及び情報交換を行い、また、代表取
締役及び取締役との個別ヒアリングの機会を設けること等により、効果的な監査役の
職務執行に努めております。

③ 当社グループにおける業務の適正確保について
内部監査室において、年間の監査計画に基づき、当社及び当社子会社の内部監査を

実施し、当社及び当社子会社の諸規程に沿った業務遂行を確認、指導、統制しており
ます。
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④ コンプライアンス及びリスクの管理について
リスク管理体制の全社的推進とリスク管理について必要な情報を共有化するためグ

ループリスク委員会を、ならびにコンプライアンスに係る体制や施策等のチェック及
び監督機能の強化を図るためコンプライアンス委員会を設置し、隔月でそれぞれの委
員会を開催しております。
また、「公益通報者保護法」に基づいて通報の方法及び適正な対応の仕組みを定め

ることにより、不正行為等の事前回避あるいは早期発見と是正を図り、倫理・コンプ
ライアンスの弛まぬ向上により経営の強化に資することを目的とする「コンプライア
ンスホットライン」を設置しております。

⑤ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
当社グループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的な活動や勢力との

関係を一切持たず、これらの圧力に対しても毅然とした態度で臨み、断固として対決
し、その圧力を排除することに努めます。
この考え方は、企業理念に基づき、社会的良識をもって行動するための指針として

グループ共有の「ウエルシアグループ行動指針」において定めております。

（3）株式会社の支配に関する基本方針
当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針につ

いては特に定めておりません。

（4）剰余金の配当等の決定に関する方針
利益配分における配当につきましては、再投資の為の資金確保と安定的な配当継続を念頭

に置きながら財政状態、収益レベル、配当性向などを総合的に勘案することとしておりま
す。
内部留保資金につきましては、より一層の収益性向上を図るために、新設店舗及び既存店

舗の改装等の設備資金に充当する方針であります。
このような方針のもとで、当事業年度末の配当金につきましては、2023年４月10日開催

の取締役会において、１株につき16.00円の剰余金の処分に関する決議をいたしました。
（当社は取締役会の決議により、剰余金の配当を決定できる旨を定款に定めております。）

1）期末配当に関する事項
当社普通株式１株につき金16.00円
総額 3,354,234,016円

2）剰余金の配当が効力を生じる日
2023年５月９日
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連 結 貸 借 対 照 表
（2023年２月28日現在）

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 242,697 流 動 負 債 216,633

現 金 及 び 預 金 32,854 買 掛 金 153,182
売 掛 金 54,276 短 期 借 入 金 12,137
商 品 128,835 リ ー ス 債 務 10,288
そ の 他 26,740 未 払 金 11,941
貸 倒 引 当 金 △10 未 払 法 人 税 等 10,796

固 定 資 産 294,665 賞 与 引 当 金 5,361
有 形 固 定 資 産 185,840 役 員 賞 与 引 当 金 94
建 物 及 び 構 築 物 107,093 契 約 負 債 143
土 地 20,451 そ の 他 12,686
リ ー ス 資 産 51,163 固 定 負 債 88,344
そ の 他 7,132 長 期 借 入 金 29,649
無 形 固 定 資 産 40,248 リ ー ス 債 務 33,997
の れ ん 36,482 退 職 給 付 に 係 る 負 債 7,524
そ の 他 3,765 役 員 株 式 給 付 引 当 金 781
投 資 そ の 他 の 資 産 68,576 資 産 除 去 債 務 12,665
投 資 有 価 証 券 1,461 繰 延 税 金 負 債 523
長 期 貸 付 金 53 そ の 他 3,201
差 入 保 証 金 47,844 負 債 合 計 304,977
繰 延 税 金 資 産 16,080 純 資 産 の 部
そ の 他 3,266 株 主 資 本 224,909
貸 倒 引 当 金 △130 資 本 金 7,747

資 本 剰 余 金 51,681
利 益 剰 余 金 166,566
自 己 株 式 △1,084
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 840

その他有価証券評価差額金 373
為 替 換 算 調 整 勘 定 139
退職給付に係る調整累計額 327
新 株 予 約 権 161
非 支 配 株 主 持 分 6,472
純 資 産 合 計 232,384

資 産 合 計 537,362 負 債 及 び 純 資 産 合 計 537,362
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連 結 損 益 計 算 書
（ 2022年３月

2023年２月
１
28

日から
日まで）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 1,144,278
売 上 原 価 795,023
売 上 総 利 益 349,254
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 303,619
営 業 利 益 45,635
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 21
不 動 産 賃 貸 料 1,499
固 定 資 産 受 贈 益 133
受 取 手 数 料 468
補 助 金 収 入 2,029
協 賛 金 収 入 883
そ の 他 2,492 7,527

営 業 外 費 用
支 払 利 息 600
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 47
不 動 産 賃 貸 原 価 274
そ の 他 92 1,014

経 常 利 益 52,149
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 42
投 資 有 価 証 券 売 却 益 163 205

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 48
固 定 資 産 除 却 損 115
減 損 損 失 6,230
債 務 保 証 損 失 1,110
そ の 他 283 7,787

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 44,566
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 19,603
法 人 税 等 調 整 額 △2,098 17,505

当 期 純 利 益 27,061
非支配株主に帰属する当期純利益 31
親会社株主に帰属する当期純利益 27,030
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連結株主資本等変動計算書
（ 2022年３月

2023年２月
１
28

日から
日まで）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当 期 首 残 高 7,736 51,670 146,032 △3,841 201,597
会計方針の変更による累積的影響額 2 2
会計方針の変更を反映した当期首残高 7,736 51,670 146,034 △3,841 201,599
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 10 10 21
剰 余 金 の 配 当 △6,498 △6,498
親会社株主に帰属する当期純利益 27,030 27,030
自 己 株 式 の 取 得 △1 △1
自 己 株 式 の 処 分 0 2,758 2,758
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 10 10 20,531 2,756 23,310
当 期 末 残 高 7,747 51,681 166,566 △1,084 224,909

その他の包括利益累計額
新株予約権 非 支配

株主持分 純資産合計そ の 他 有
価 証 券 評
価 差 額 金

為替換算
調整勘定

退 職 給 付
に 係 る 調
整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 295 41 △332 4 183 6,101 207,886
会計方針の変更による累積的影響額 1 4
会計方針の変更を反映した当期首残高 295 41 △332 4 183 6,103 207,891
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 21
剰 余 金 の 配 当 △6,498
親会社株主に帰属する当期純利益 27,030
自 己 株 式 の 取 得 △1
自 己 株 式 の 処 分 2,758
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） 78 97 659 835 △21 369 1,183

当 期 変 動 額 合 計 78 97 659 835 △21 369 24,493
当 期 末 残 高 373 139 327 840 161 6,472 232,384
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連 結 注 記 表
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１． 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 12社
連結子会社の名称

ウ エ ル シ ア 薬 局 ㈱、 ウ エ ル シ ア 介 護 サ ー ビ ス ㈱、 シ ミ ズ 薬 品 ㈱、
Welcia-BHG(Singapore) Pte. Ltd.、㈱丸大サクラヰ薬局、㈱ＭＡＳＡＹＡ、㈱よど
や、㈱クスリのマルエ、㈱ププレひまわり、㈱コクミン、㈱フレンチ、㈱ふく薬品
非連結子会社の数 ２社
非連結子会社の名称
ウエルシアオアシス㈱、ウエルシアリテールソリューション㈱

（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、総資産、売上高、当期純利益及び利益

剰余金等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため連結の範囲から
除外しております。

２． 持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した非連結子会社数

該当事項はありません。
（2）持分法を適用した関連会社数

２社
関連会社の名称 イオンレーヴコスメ㈱、イオンウエルシア九州㈱

（3）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称
非連結子会社 ウエルシアオアシス㈱、ウエルシアリテールソリューション㈱

（持分法を適用しない理由）
持分法を適用しない非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響
が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外してお
ります。

３． 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、すべて連結決算日と一致しております。

４． 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
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① 有価証券
子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券
市 場 価 格 の な い
株式等以外のもの

……決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資
産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
を採用しております。

市 場 価 格 の な い
株 式 等

……移動平均法による原価法を採用しております。

② 棚 卸 資 産
商 品……売価還元法による原価法（収益性の低下による簿価切下げ

の方法）を採用しております。
貯 蔵 品……最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

を採用しております。
（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産(リース資産を除く)……定率法を採用しております。

但し、1998年４月１日以降取得した建物(建物附属設備を
除く)並びに2016年４月１日以降取得した建物附属設備及
び構築物については定額法を採用しております。
また、一部の連結子会社は、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 ８年～39年
構築物 ８年～18年
機械装置 ７年～17年
車輌運搬具 ５年
器具備品 ３年～20年

② 無形固定資産(リース資産を除く)……定額法を採用しております。
但し、ソフトウエアについては、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法を採用しております。

③ リ ー ス 資 産……所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取
り決めがある場合は残価保証額）とする定額法を採用して
おります。

④ 投資その他の資産(その他―長期前払費用)……定額法を採用しております。
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（3）重要な引当金の計上基準
① 貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
おります。

② 賞 与 引 当 金……一部の連結子会社は、従業員に対して支給する賞与の支出
に備えるため、支給見込額のうち、当連結会計年度に負担
すべき金額を計上しております。

③ 役 員 賞 与 引 当 金……取締役及び執行役員に対して支給する賞与の支出に備える
ため、当連結会計年度末における業績を勘案した支給見込
額に基づき計上しております。

④ 役員株式給付引当金……取締役及び執行役員に対する当社株式の交付及び給付に備
えるため、役員株式交付規程に基づき、当連結会計年度末
において、取締役及び執行役員に割り当てられたポイント
に応じた株式の交付及び給付見込額を計上しております。

（4）退職給付に係る会計処理の方法
① 退 職 給 付 見 込 額

の 期 間 帰 属 方 法
……退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会

計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算
定式基準によっております。

② 数理計算上の差異
及び過去勤務費用
の 費 用 処 理 方 法

……数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年及び８
年）による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費
用処理しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（８年）による定額法により費用処理し
ております。

（5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替
換算調整勘定及び非支配株主持分に含めております。
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（6）重要な収益及び費用の計上基準
① 商 品 の 販 売 に

係 る 収 益 認 識
……当社グループでは、医薬品、化粧品、雑貨、食品等を販売

しており、顧客に対して商品を引き渡す履行義務を負って
おります。このような商品の販売においては商品を顧客に
引き渡した時点で収益を認識しております。
また、これらのうち受託販売等、当社及び子会社の役割が
代理人に該当すると判断した取引については、顧客から受
け取る対価の総額から委託者に支払う額を控除した純額で
収益を認識しております。
なお、対価の受領は、原則、商品を顧客に引き渡した時点
で行っており、重要な金融要素の調整は行っておりませ
ん。

② 他 社 が 運 営 す る
ポ イ ン ト 制 度 に
係 る 収 益 認 識

……他社が運営するポイント制度に関しては、取引価格から商
品の販売に伴う付与ポイント相当額を差し引いた金額で収
益を認識しております。

③ 子会社が運営する
ポ イ ン ト 制 度 に
係 る 収 益 認 識

……当社の一部子会社が運営するポイント制度に関しては、商
品の販売に伴う付与ポイント相当額を履行義務として識別
し、将来の失効見込み等を考慮して算定された独立販売価
格を基礎として取引価格の配分を行い、ポイントの使用時
及び失効時に収益を認識しております。

（7）のれんの償却方法及び償却期間
個別案件ごとに判断し、20年以内の合理的な年数で均等償却を行っております。

５． 会計方針の変更
（1）収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収
益認識会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサ
ービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込ま
れる金額で収益を認識することとしております。
収益認識会計基準等の適用による主な変更点は以下のとおりであります。
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他社が運営するポイント制度に基づき、顧客への商品販売に伴い付与するポイントに
ついて、従来は、販売費及び一般管理費として計上しておりましたが、取引価格から付
与ポイント相当額を差し引いた金額で収益を認識する方法に変更しております。
当社の一部子会社が運営するポイント制度に基づき、顧客への商品販売に伴い付与す

るポイントについて、従来は、付与したポイントの利用に備えるため、将来利用される
と見込まれる額をポイント引当金として計上し、ポイント引当金繰入額を販売費及び一
般管理費として計上しておりましたが、付与したポイントを履行義務として識別し、収
益の計上を繰り延べる方法に変更しております。
また、顧客への財又はサービスの提供における役割が代理人に該当する取引につい

て、従来は、顧客から受け取る対価の総額を収益として認識しておりましたが、当該対
価の総額から他の当事者に支払う額を控除した純額で収益を認識する方法に変更してお
ります。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定め

る経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及
適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期
首残高から新たな会計方針を適用しております。
この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当連結会計年度の売上高は

22,306百万円、売上原価は5,220百万円、販売費及び一般管理費は17,093百万円がそ
れぞれ減少し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微で
あります。また、利益剰余金の当期首残高に与える影響は軽微であります。
収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、

「流動負債」に表示していた「ポイント引当金」を、当連結会計年度より「契約負債」
として表示することといたしました。

(2) 時価の算定に関する会計基準等の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下、

「時価算定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基
準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）
第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計
方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、連結計算書類に与える影
響はありません。
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６． 会計上の見積りに関する注記
(1) 店舗固定資産の減損
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（単位：百万円）
連結計算書類計上額 うちウエルシア薬局㈱

有形固定資産 185,840 151,038

その他 1,453 872

店舗固定資産残高合計 187,293 151,910

減損損失(のれん除く） 6,169 5,132

② 重要な会計上の見積りの内容に関する情報
（a）算出方法
当社グループは他の資産又は資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立したキャ

ッシュ・フローを生み出す最小単位として、主として店舗を基本単位として資産のグルー
ピングを行っております。
営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなっている資産グループ及び回収可能価

額を著しく低下させる変化が生じた資産グループについて、帳簿価額を回収可能価額まで
減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。
なお、資産グループの回収可能価額は、使用価値により測定しております。使用価値は、

将来キャッシュ・フローを5.75％で割り引いて算定しております。ただし、将来キャッシ
ュ・フローがマイナスである資産グループについては、零として評価しております。
（b）主要な仮定
将来キャッシュ・フローの見積りにおいては店舗予算を基礎としております。店舗予算

は売上高成長率や粗利率改善等を主要な仮定としております。
（c）翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
これらの見積りに使用した仮定については外部環境、経済環境による影響を受けるため、

将来キャッシュ・フローの見直しが必要となった場合には、翌連結会計年度の連結計算書
類において、減損損失の金額に重要な影響を与える可能性があります。

(2) のれんの減損
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（単位：百万円）
連結計算書類計上額

のれん 36,482
減損損失(のれんに係る） 59
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② 重要な会計上の見積りの内容に関する情報
（a）算出方法
当社グループは対象会社ごとに資産のグルーピングを行っております。
営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなっている資産グループ及び回収可能価

額を著しく低下させる変化が生じた資産グループについて、帳簿価額を回収可能価額まで
減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。
また、のれんについて、当連結会計年度末において当初想定していた収益の達成は困難

であると判断したものを零まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。
（b）主要な仮定
将来キャッシュ・フローの見積りにおいては事業計画を基礎としております。事業計画

は売上高成長率や粗利率改善等を主要な仮定としております。
（c）翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
これらの見積りに使用した仮定については外部環境、経済環境による影響を受けるため、

将来キャッシュ・フローの見直しが必要となった場合には、翌連結会計年度の連結計算書
類において、減損損失の金額に重要な影響を与える可能性があります。

７． 追加情報
従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引
従業員持株ＥＳＯＰ信託

当社は「従業員持株ＥＳＯＰ信託」を導入しておりましたが2023年2月をもって終
了しております。
① 従業員持株ＥＳＯＰ信託の概要

当社が「ウエルシアホールディングス従業員持株会」（以下「当社持株会」とい
う。）に加入する従業員のうち一定の要件を充足する者を受益者とする信託を設定
し、当該信託は今後５年間にわたり当社持株会が取得すると見込まれる数の当社株
式を、予め定める取得期間中に取得いたします。その後、当該信託は当社株式を毎
月一定日に当社持株会に売却いたします。当該信託は、信託管理人の指図に従い、
保有する当社株式の議決権を、当社持株会の議決権割合に応じて行使いたします。
信託終了時に、株価の上昇により信託収益がある場合には、受益者たる従業員の拠
出割合に応じて金銭が分配されます。株価の下落により譲渡損失が生じ信託財産に
係る債務が残る場合には、金銭消費貸借契約の保証条項に基づき、当社が銀行に対
して一括して弁済するため、従業員の追加負担はありません。
その後、当該信託は当社株式を毎月一定日に当社持株会に売却した結果、2023

年2月に全ての株式を売却し終了しております。

2023年04月19日 19時22分 $FOLDER; 58ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 58 ―

② 信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）

により、純資産の部に自己株式として計上しております。当連結会計年度末におい
ては信託が保有する当社の株式を全て売却しているため、信託に残存する株式はあ
りません。

③ 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額
2023年2月に全ての株式を売却し終了しているため、当連結会計年度末におけ

る総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額はありません。
④ 債務保証損失の計上

従業員持株ＥＳＯＰ信託が借入債務を完済できず、金銭消費貸借契約の保証条項
に基づき当社が弁済した金額を債務保証損失に計上しております。

業績連動型株式報酬制度
役員報酬ＢＩＰ信託

当社は、当社の取締役及び子会社であるウエルシア薬局株式会社の取締役、当社
またはウエルシア薬局株式会社と委任契約を締結する執行役員並びにシミズ薬品株
式会社および株式会社丸大サクラヰ薬局の取締役社長（以下、「制度対象者」とい
う。）に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っております。

① 役員報酬ＢＩＰ信託の概要
当社が制度対象者のうち一定の要件を充足する者を受益者として、当社株式の取

得資金を拠出することにより信託を設定いたします。当該信託は予め定める役員株
式交付規程（以下、「交付規程」という。）に基づき制度対象者に交付すると見込ま
れる数の当社株式を、株式市場から取得いたします。その後、当該信託は、交付規
程に従い、信託期間中の制度対象者の地位や業績目標の達成度等に応じて付与され
たポイントの累積値（累積ポイント）に基づいた当社株式を、退職時に制度対象者
に交付いたします。

② 信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）

により、純資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額
及び株式数は、当連結会計年度末1,072百万円、412千株であります。

８． 記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。
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連結貸借対照表に関する注記
１． 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

投資有価証券（株式） 479百万円

２． 有形固定資産の減価償却累計額 167,558百万円
（上記金額には、減損損失累計額が含まれております。）

３． 国庫補助金等により取得した資産につき、取得原価から直接減額した圧縮記帳額は、次
のとおりであります。
建物及び構築物 212百万円
その他（器具備品） 12百万円
計 225百万円

４． 担保に供している資産及び担保に係る債務は次のとおりであります。
（1）担保に供している資産

建物及び構築物 287百万円
土地 1,294百万円
計 1,582百万円

（2）担保に係る債務
短期借入金（一年内返済予定長期借入金含む） 1,539百万円
長期借入金 1,452百万円
計 2,991百万円
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連結株主資本等変動計算書に関する注記
１． 当連結会計年度末における発行済株式数

普通株式 209,652,876株
２． 当連結会計年度末における自己株式の数

普通株式 425,469株
３． 配当金に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2022年４月７日
取締役会（注１） 普通株式 3,144 15.00 2022年２月28日 2022年５月９日

2022年10月４日
取締役会（注２） 普通株式 3,354 16.00 2022年８月31日 2022年11月４日

(注１) 配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託及び役員報酬ＢＩＰ信託が保有する自社の株式に
対する配当金15百万円が含まれております。

(注２) 配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託及び役員報酬ＢＩＰ信託が保有する自社の株式に
対する配当金10百万円が含まれております。

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな
るもの
決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額

（百万円）
１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2023年４月10日
取締役会（注１） 普通株式 利益剰余金 3,354 16.00 2023年２月28日 2023年５月９日

(注１) 配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する自社の株式に対する配当金6百万円が含まれ
ております。

４． 新株予約権に関する事項
当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間が到来しているもの）の目的
となる株式の数

2014年6月13日開催の取締役会決議による新株予約権 36,000株
2015年1月14日開催の取締役会決議による新株予約権 45,600株
2016年2月12日開催の取締役会決議による新株予約権 24,000株
2017年1月17日開催の取締役会決議による新株予約権 36,000株
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金融商品に関する注記
１． 金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については元本の回収確実性を重視した預金等で運用し、

資金調達については主として銀行を中心とした借入による方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は主として株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
差入保証金は差入先・預託先の信用リスクに晒されております。
買掛金及び短期借入金は、支払までの期間が１年以内の支払期日となっており、資金

調達に係る流動性リスクに晒されております。
長期借入金は、事業投資計画に必要な資金の調達を目的としたものであり、その一部

については、金利の変動リスクに晒されております。
ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金調達を目

的としたものであり、資金調達に係る流動性リスクに晒されております。
売掛金については、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、定期的に主

要な取引先の信用状況を把握しております。
投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。
差入保証金については、定期的に差入先・預託先の財務状態等を把握しております。
買掛金、借入金及びリース債務については、月次単位で資金繰計画を作成するなどの

方法により管理しております。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的

に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込ん
でいるため、異なる前提条件を採用することにより、当該価額が変動することがありま
す。
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２． 金融商品の時価等に関する事項
当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）
（1）投資有価証券（※2） 769 769 －
（2）差入保証金（※3） 31,630 27,939 △3,691

資産計 32,399 28,708 △3,691
（3）長期借入金（※4） 39,164 38,947 △216
（4）リース債務（※5） 44,285 44,419 133

負債計 83,449 83,366 △82
（※1）「現金及び預金」「売掛金」「買掛金」「短期借入金」については、現金であること、及

び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省
略しております。

（※2）市場価格のない株式等は、「(1)投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商
品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

連結貸借対照表計上額（百万円）
非上場株式 692

（※3）差入保証金については、金融商品相当額を表示しております。
（※4）長期借入金については、１年以内返済予定分を含めて表示しております。
（※5）リース債務については、１年以内リース債務を含めて表示しております。

３． 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

以下の 3つのレベルに分類しております。
レベル１の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場におい

て形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相
場価格により算定した時価

レベル２の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプ
ット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価： 観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの

インプットが それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低い
レベルに時価を分類しております。
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(1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
その他有価証券 769 － － 769

資産計 769 － － 769

(2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
差入保証金 － 27,939 － 27,939

資産計 － 27,939 － 27,939
長期借入金 － 38,947 － 38,947
リース債務 － 44,419 － 44,419

負債計 － 83,366 － 83,366

（注） 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されて
いるため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

差入保証金
差入保証金の時価については、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等の適切な指

標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いて算定する方法によっており、レベル
２の時価に分類しております。

長期借入金
長期借入金の時価については、固定金利については、元利金の合計額を同様の新規借

入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、変動金利
については、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており、レベ
ル２の時価に分類しております。
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リース債務
リース債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規リース取引を行った場合に

想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類してお
ります。

収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

品目 金額(百万円)

医薬品 233,558

化粧品 176,608

家庭用雑貨 158,615
食品 253,863
その他 92,232

物販計 914,878
調剤 228,106

商品合計 1,142,984
手数料収入 1,293

顧客との契約から生じる収益 1,144,278

外部顧客への売上高 1,144,278

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は「連結注記表 連結計算

書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 ４．会計方針に関する事項（6）
重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並
びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると
見込まれる収益の金額及び時期に関する情報
（１）契約資産及び契約負債の残高等

（単位：百万円）
当連結会計年度

期首残高 期末残高
顧客との契約から生じた債権 49,710 54,276
契約負債 151 143
契約負債は、当社の子会社が運営するポイント制度に関して顧客に付与したポイントを履

行義務として識別し、過去の利用実績に基づいて将来の失効見込み等を考慮して算定された
独立販売価格を基礎として取引価格の配分を行ったものであります。契約負債は収益の認識
に伴い取り崩されます。
また、過去の期間に充足した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益に重要性はあ

りません。

（２）残存履行義務に配分した取引価格
当社グループは、個別の予想契約期間１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法

を使用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。
また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な取引はあり

ません。

賃貸等不動産に関する注記
賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

１株当たり情報に関する注記
1. １株当たり純資産額 1,078円97銭
2. １株当たり当期純利益 129円38銭

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。
連結損益計算書上の親会社株主に帰属する当期純利益 27,030百万円
普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 27,030百万円
普通株式の期中平均株式数 208,916,426株

（注） 従業員持株ＥＳＯＰ信託口及び役員報酬ＢＩＰ信託口が保有する当社株式を期中平均株式
数の計算において控除する自己株式数（718,595株）に含めております。
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重要な後発事象に関する注記
(従業員インセンティブ・プランの再導入)
当社は、2023年４月10日開催の取締役会において、従業員の福利厚生の増進及び当社の

企業価値向上に係るインセンティブの付与を目的として、「株式給付信託（従業員持株会処
分型）」（2015年10月、2020年10月に導入した「従業員持株ESOP信託」と同様の従業員
インセンティブ・プランであり、以下「本制度」といいます。）の再導入を決議いたしまし
た。

１．本制度導入の目的
従業員持株会に対して当社株式を安定的に供給すること及び信託財産の管理、処分により

得た収益を従業員へ分配する本制度を通じて、当社業績や株式価値に対する従業員の意識を
更に高め、中期的な企業価値の向上を図ることを目的としております。

２．本制度の概要
本制度は、「ウエルシアホールディングス従業員持株会」（以下「持株会」といいます。）に

加入するすべての従業員を対象に、当社株式の株価上昇メリットを還元するインセンティ
ブ・プランです。本制度の導入にあたり、当社は、当社を委託者、みずほ信託銀行株式会社
（以下「受託者」といいます。）を受託者とする「株式給付信託（従業員持株会処分型）契約
書」（以下「本信託契約」といいます。）を締結します（以下、本信託契約に基づいて設定さ
れる信託を「本信託」といいます。）。
当該信託は今後５年間にわたり当社持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を予め定

める取得期間中に取得します。その後、当該信託は当社株式を毎月一定日に当社持株会に売
却いたします。信託終了時に、株価の上昇により信託収益がある場合には、受益者たる従業
員の拠出割合に応じて金銭が分配されます。株価の下落により譲渡損失が生じ信託財産に係
る債務が残る場合には、金銭消費貸借契約の保証条項に基づき、当社が銀行に対して一括し
て弁済するため、従業員の追加負担はありません。

３．信託契約の内容
①信託の種類 単独運用の金銭信託（他益信託）
②信託の目的 持株会に対する当社株式の安定的な供給及び信託財産の管理、処

分により得た収益の受益者への給付
③委託者 当社
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④受託者 みずほ信託銀行株式会社
（再信託受託者 株式会社日本カストディ銀行）

⑤受益者 受益者適格要件を充足する持株会加入者
⑥信託管理人 従業員持株会理事長
⑦信託契約日 2023年４月28日
⑧信託設定日 2023年４月28日
⑨信託の期間 2023年４月28日から2028年５月10日（予定）まで
⑩議決権行使 受託者は、当社持株会の議決権行使状況を反映した信託管理人の

指図に従い、当社株式の議決権を行使します。
⑪取得する株式 当社の普通株式
⑫取得価額の総額 9,443百万円
⑬株式取得期間 2023年４月28日から2023年６月30日（予定）まで
⑭株式取得方法 取引所市場より取得
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その他の注記
(企業結合等関係)
(取得による企業結合)
１．企業結合の概要
(1)被取得企業の名称及び事業の内容
①株式会社コクミン
名称 株式会社コクミン
事業内容 薬局、薬店の経営
資本金 91百万円

②株式会社フレンチ
名称 株式会社フレンチ
事業内容 薬局の経営
資本金 18百万円

(2)企業結合を行った主な理由
当社グループは、「お客様の豊かな社会生活と健康な暮らしを提供します」の企業理念

のもと、健康をテーマとした付加価値の高い商品やサービスを提案する「生活のプラッ
トフォーム」「専門総合店舗」を目指し、「調剤併設」、「カウンセリング営業」、「深夜営
業」及び「介護」を軸としたビジネスモデルを進化させつつ、薬剤師、登録販売者、ビ
ューティアドバイザー、管理栄養士、調剤事務員などの従業員の専門知識を生かしたカ
ウンセリングと丁寧な接客、地域性にこだわりを持った品ぞろえ、より便利に利用いた
だけるサービスの充実により、近隣にお住いのお客様の健康や美容、そして豊かな暮ら
しをサポートする店舗づくりを目指し、関東中心に東北から九州地方にかけて展開して
おります。
一方、株式会社コクミンと株式会社フレンチは、「国民の美と健康に奉仕する」を企業

理念とし、ビジョンである「お客様に寄り添い、健やかな暮らしを支える専門家を目指
します」に則り、専門性の高いドラッグストアを北海道・関東・関西・九州など主要都
市の大型商業施設・空港・駅前駅中・繁華街・住宅地等の好立地に出店しております。
また、調剤事業も、大学病院や大型総合病院の門前を中心に、クリニックモール内や駅
ターミナルなど、多様な立地に出店しております。
今般、当社グループが、今後強化する都市型店舗、全国への出店網拡大を図るととも

に、それぞれの保有するノウハウや人材等の経営資源を共有することで、経営規模の拡
大と経営体質の強化が見込まれると考えております。

2023年04月19日 19時22分 $FOLDER; 69ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 69 ―

(3)企業結合日
2022年6月１日

(4)企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得

(5)結合後企業の名称
変更はありません。

(6)取得した議決権比率
①株式会社コクミン

93.86％（株式会社フレンチの株式を取得したことで100.00％となります。）
②株式会社フレンチ
100.00％

(7)取得企業を決定するに至った根拠
当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

２．連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間
2022年6月１日から2023年２月28日まで

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
①株式会社コクミン

取得の対価 現金 20,398百万円
取得原価 20,398百万円

②株式会社フレンチ
取得の対価 現金 1,333百万円
取得原価 1,333百万円

４．主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用等 418百万円
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５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
(1)発生したのれんの金額
16,608百万円

(2)発生原因
取得原価が企業結合時の時価純資産額を上回ったことによるものであります。

(3)償却方法及び償却期間
13年間にわたる均等償却

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産 19,182 百万円
固定資産 15,819 百万円
資産合計 35,002 百万円
流動負債 15,031 百万円
固定負債 14,847 百万円
負債合計 29,879 百万円

７．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の
連結損益計算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法
売上高 11,078 百万円
経常利益 △621 百万円

（概算額の算定方法）
企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定して算定した売上高及び経常

損益と取得企業の連結損益計算書における売上高及び経常損益との差額を影響の概算額
としております。なお、企業結合時に認識されたのれんが当期首に発生したものとして、
影響の概算額を算定しております。
上記情報は、必ずしも将来起こりうるべき事象を示唆するものではありません。また、

実際に出資が当連結会計年度の開始の日時点で行われた場合の経営成績を示すものでは
ありません。
なお、当該注記は監査証明を受けておりません。
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貸 借 対 照 表
（2023年２月28日現在）

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 21,045 流 動 負 債 40,252

現 金 及 び 預 金 9,472 短 期 借 入 金 39,295
前 払 費 用 42 未 払 金 799
短 期 貸 付 金 4,362 未 払 費 用 20
未 収 入 金 1,898 役 員 賞 与 引 当 金 43
関 係 会 社 預 け 金 5,000 未 払 法 人 税 等 44
そ の 他 268 そ の 他 49

固 定 資 産 121,135 固 定 負 債 19,319
有 形 固 定 資 産 1 長 期 借 入 金 18,487
建 物 及 び 構 築 物 0 長 期 未 払 金 50
工 具、 器 具 及 び 備 品 1 役 員 株 式 給 付 引 当 金 781

無 形 固 定 資 産 35 負 債 合 計 59,572
ソ フ ト ウ エ ア 13 純 資 産 の 部
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 22 株 主 資 本 82,446

投資その他の資産 121,098 資 本 金 7,747
投 資 有 価 証 券 118 資 本 剰 余 金 63,565
関 係 会 社 株 式 120,845 資 本 準 備 金 36,923
長 期 前 払 費 用 0 そ の 他 資 本 剰 余 金 26,641
繰 延 税 金 資 産 32 利 益 剰 余 金 12,218
そ の 他 101 そ の 他 利 益 剰 余 金 12,218

繰 越 利 益 剰 余 金 12,218
自 己 株 式 △1,084
新 株 予 約 権 161
純 資 産 合 計 82,608

資 産 合 計 142,180 負 債 及 び 純 資 産 合 計 142,180
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損 益 計 算 書
（ 2022年３月

2023年２月
１
28

日から
日まで）

（単位：百万円）
科 目 金 額

営 業 収 益 11,623
営 業 総 利 益 11,623
販売費及び一般管理費 2,851
営 業 利 益 8,772
営 業 外 収 益

受 取 利 息 12
雇 用 調 整 助 成 金 69
そ の 他 10 91

営 業 外 費 用
支 払 利 息 120
そ の 他 1 122

経 常 利 益 8,741
特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損 327
債 務 保 証 損 失 1,110 1,437

税 引 前 当 期 純 利 益 7,304
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 126
法 人 税 等 調 整 額 58 185

当 期 純 利 益 7,119
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株主資本等変動計算書
（ 2022年３月

2023年２月
１
28

日から
日まで）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 そ の 他
資本剰余金 資本剰余金合計

当 期 首 残 高 7,736 36,913 26,641 63,554
当 期 変 動 額
新株の発行（新株予約権の行使） 10 10 10
剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 0 0
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 10 10 0 10
当 期 末 残 高 7,747 36,923 26,641 63,565

株 主 資 本

新株予約権 純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計
そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 11,597 11,597 △3,840 79,047 183 79,230
当 期 変 動 額
新株の発行（新株予約権の行使） 21 21
剰 余 金 の 配 当 △6,498 △6,498 △6,498 △6,498
当 期 純 利 益 7,119 7,119 7,119 7,119
自 己 株 式 の 取 得 △1 △1 △1
自 己 株 式 の 処 分 2,758 2,758 2,758
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △21 △21

当 期 変 動 額 合 計 620 620 2,756 3,399 △21 3,377
当 期 末 残 高 12,218 12,218 △1,084 82,446 161 82,608
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個 別 注 記 表
1. 重要な会計方針
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式及び関連会社株式 ……移動平均法による原価法を採用しております。
②その他有価証券

市場価格のない株式等 ……移動平均法による原価法を採用しております。
（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯 蔵 品……最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっ
ております。

（3）固定資産の減価償却方法
①有形固定資産（リース資産を除く）……定率法によっております。

但し、2016年４月1日以降取得した建物附属設備及び構築
物については、定額法によっております。

②無 形 固 定 資 産……定額法によっております。
但し、ソフトウエアについては、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法によっております。

③リ ー ス 資 産……所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に
よっております。

（4）引当金の計上方法
①役員賞与引当金……取締役及び執行役員に対して支給する賞与の支出に備える

ため、当事業年度末における業績を勘案した支給見込額に
基づき計上しております。

②役員株式給付引当金……取締役及び執行役員に対する当社株式の交付及び給付に備
えるため、役員株式交付規程に基づき、当事業年度末にお
いて、取締役及び執行役員に割り当てられたポイントに応
じた株式の交付及び給付見込額を計上しております。

（5）重要な収益及び費用の計上基準
当社の収益は、主に子会社からの受取配当金及び経営指導料となります。受取配当金

については、配当金の効力発生日をもって認識しております。当社は、グループ会社へ
の経営管理等を行うことを履行義務として識別しており、当該履行義務は時の経過につ
れて充足されるため、提供する契約期間にわたって収益を認識しております。
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2. 会計方針の変更
（1）収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収
益認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービ
スの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる
金額で収益を認識することとしております。
これによる当事業年度の営業収益、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益

に与える影響はありません。
（2）時価の算定に関する会計基準等の適用

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下、
「時価算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第
19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第
44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方
針を、将来にわたって適用することとしております。なお、計算書類に与える影響はあ
りません。

3. 追加情報
従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引及び業績連動型株式報酬に関する

注記については、連結計算書類「連結注記表７．追加情報」に同一の内容を記載してい
るため、注記を省略しております。

4. 記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。

5. 貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 14百万円
（2）関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 4,681百万円
短期金銭債務 33,842百万円

6. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引 営業収益 11,623百万円
販売費及び一般管理費 740百万円

営業取引以外の取引高 営業外収益 12百万円
営業外費用 39百万円
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7. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式数

普 通 株 式 425,469株

8. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未 払 事 業 税 9百万円
長 期 未 払 金 15百万円
新 株 予 約 権 28百万円
役員株式給付引当金 71百万円
関 係 会 社 株 式 235百万円
そ の 他 0百万円
繰延税金資産小計 361百万円
評 価 性 引 当 額 △329百万円
繰延税金資産合計 32百万円

9. 関連当事者との取引に関する注記
（1）親会社及び法人主要株主等

（単位：百万円）

種類 会社等の名称
議決権等の
所有（被所
有)割合

関連当事者
との関係

取引の
内容 取引金額 科目 期末残高

親会社 イオン㈱ 被所有直接
50.57％

消費寄託
ロイヤルティ
の支払、
役員の兼務等

消費寄託
利息の受取
ロイヤルティ

の支払
(注)1,2

5,000
0

587

関係会社預け金
未収利息
未払金

5,000
0

327

＜取引条件及び取引条件の決定方針等＞
（注）1．消費寄託の金利条件については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

2．ロイヤルティについては、双方協議のうえ、取締役会にて決定しております。
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（2）子会社及び関連会社等
（単位：百万円）

種類 会社等の名称
議決権等の
所有（被所
有)割合

関連当事者
との関係

取引の
内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 ウエルシア薬局㈱ 所有直接
100.0％

経営指導、
資金の借入、
役員の兼務等

経営指導料
資金の借入
利息の支払
(注)1,2

2,798
39,229

39

―
短期借入金
未 払 費 用

－
33,292

3

子会社 シミズ薬品㈱ 所有直接
100.0％ 資金の貸付

資金の貸付
利息の受取

(注)2

1,617
5

短期貸付金
未 収 利 息

2,074
0

子会社 ㈱よどや 所有直接
50.1％ 資金の貸付

資金の貸付
利息の受取

(注)2

1,501
4

短期貸付金
未 収 利 息

1,321
0

＜取引条件及び取引条件の決定方針等＞
（注）1．経営指導料等については、双方協議のうえ合理的に決定しております。

2．当社はＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）を導入しており、子会社との資金貸借取
引は、ＣＭＳに係るものであります。金利条件については、金利情勢に基づいて決定しておりま
す。なお、取引金額は期中平均残高を記載しております。

10. 収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計

方針 ⑸ 重要な収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を
省略しております。

11. １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 394円05銭
（2）１株当たり当期純利益 34円08銭

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。
損益計算書上の当期純利益 7,119百万円
普通株式に係る当期純利益 7,119百万円
普通株式の期中平均株式数 208,916,426株

（注） 従業員持株ＥＳＯＰ信託口及び役員報酬ＢＩＰ信託口が保有する当社株式を期中平均株式
数の計算において控除する自己株式数（718,595株）に含めております。
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12．重要な後発事象に関する注記
（従業員インセンティブ・プランの再導入）

連結計算書類の「重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注
記を省略しております。
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会計監査人の連結監査報告書
独立監査人の監査報告書

2023年４月17日
ウエルシアホールディングス株式会社

取締役会 御中
有限責任監査法人トーマツ

東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 武 井 雄 次
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大 井 秀 樹

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ウエルシアホールディングス株式会社の2022年3

月1日から2023年2月28日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ウエルシアホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間
の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法
人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人
としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開

示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用に
おける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払
うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事

実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計
すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断
される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的

専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎と
なる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制
を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書に
おいて連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事
項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企
業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計
算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監
査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査
人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した

内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につい
て報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し

たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減する
ためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。
以 上
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会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

2023年４月17日
ウエルシアホールディングス株式会社

取締役会 御中
有限責任監査法人トーマツ

東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 武 井 雄 次
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大 井 秀 樹

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、ウエルシアホールディングス株式会社の2022

年3月1日から2023年2月28日までの第15期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行
った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと
認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人
は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の
倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開

示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用に
おける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はそ

の他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他

の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討する
こと、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うこ
とにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事

実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であ
るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す
る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対
する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計す
ると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断され
る。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的

専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎と
なる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検
討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証
拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
られるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書にお
いて計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適
切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、
監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として
存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等
が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した
内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につ
いて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し
たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減す
るためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書
監 査 報 告 書

当監査役会は、2022年３月１日から2023年２月28日までの第15期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役
が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締
役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門
その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いた
しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事
業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社
及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び
第３項に定める体制の構築に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備及び運用されている体制（内部統制
システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説
明を求め、意見を表明いたしました。

③ 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第5号イの留意した事項及び同号ロの判断及びその理由について
は、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

④ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人か
らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適
正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（2021年11月16日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資

本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

2. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業
報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

④ 事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当たり当社の利益を害さないように留意し
た事項及び当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由について、指摘すべき事
項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年４月18日
ウエルシアホールディングス株式会社 監査役会

常勤監査役 宮 本 俊 男 ㊞
社外監査役 加々美 博 久 ㊞
社外監査役 杉 山 敦 子 ㊞
社外監査役 藤 井 隆 ㊞

以 上
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株主総会会場ご案内図

会 場 東京都中央区日本橋２-７-１
東京日本橋タワーＢ２ ベルサール東京日本橋

交 通 「日本橋駅」Ｂ６出口直結（銀座線・東西線・浅草線）
「三越前駅」Ｂ６出口徒歩３分（銀座線・半蔵門線）
「東京駅」八重洲北口徒歩６分（ＪＲ線）
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